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千円 千円 千円

1,534,895,156 1,533,605,441 △ 1,289,715

　 （
１．義務教育費国庫負担金

（
２．専門スタッフ・外部人材の拡充

（
　（１）スクールカウンセラーの配置拡充【後掲】

（
　（２）スクールソーシャルワーカーの配置拡充
　　　【後掲】

（
　（３）いじめ防止等対策のためのスクール
　　　 ロイヤー活用に関する調査研究【後掲】

（
　（４）補習等のための指導員等派遣事業

（
　　　①学力向上を目的とした学校教育活動支援

（
　　　②スクール・サポート・スタッフの配置

（
　　　③中学校における部活動指導員の配置

（
　（５）特別支援教育専門家の配置【後掲】

（
３．学校現場における業務の適正化

（
　（１）学校現場における業務改善加速事業

　　　
　　

1,883,000 1,777,194 △ 105,806 義務教育費国庫負担金

2019年度予算額（案）事項別表

（初等中等教育局）

102,937

）
1,440,000

新学習指導要領の円滑な
実施と学校における働き
方改革のための指導・運
営体制の構築（チームとし
ての学校運営体制の推
進）

103,959 ）

103,959

102,937

1,172,211 ）
1,480,496

3,073,194

1,200,000

1,008,000

）

5,521,194

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

１．
）

9,819

1,522,781,000

1,520,033,000

）

4,568,912

504,000 ）

4,775,674

8,118

3,071,674 ）

）

12,010,197 ）
13,469,504

4,738,034

1,483,581 ）

）

1,721,662

（参考）復興特別会計

説明資料１ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

教育課程の充実 2,461,152 2,477,863 16,711

（
１．学習指導要領等の趣旨徹底等及び新学習
　　指導要領の円滑な実施に向けた取組の推進

（
２．基礎学力に課題を抱える児童生徒への
　　支援の充実【新規】

（
３．次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する
　　先導的研究開発

（
４．理数教育の充実のための総合的な支援等

（
５．現代的課題に対応した教育の充実等

（
６．特別支援学校学習指導要領等の趣旨徹底等
　　及び学習・指導方法の改善・充実
　　 【後掲】

（
７．幼稚園教育課程の理解の推進【後掲】

情報教育・外国語教育 2,246,806 2,093,054 △ 153,752

の充実 （
１．次世代の教育情報化推進事業

（
２．情報モラル教育推進事業

（
３．ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業

（
４．遠隔教育システム導入実証研究事業

（
５．統合型校務支援システム導入実証研究事業

（
６．次世代学校支援モデル構築事業

（
７．教育用コンテンツ奨励事業

（
８．新時代の学びにおける先端技術導入実証研究
　　事業【新規】【後掲】

（
９．先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究
　　【新規】【後掲】

（
１０．デジタル教科書の効果・影響等に
　　　関する実証研究

（
１１．小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業

（
１２．スーパーグローバルハイスクール

（
１３．ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）
　　　コンソーシアム構築支援事業
　　【新規】【後掲】

（
１４．地域との協働による高等学校教育改革
　　　推進事業
　　【新規】【後掲】

）

）

）
251,117

３．

626,558

）

）

）

）

51,881

46,542

311,337

134,992

119,123

0

0

0

113,310

）

13,212

）

108,366

97,643

）

112,912

23,240

26,300

）103,872

）

139,095

）

1,916,886

）

）

29,395

59,873

）

２．

）
105,415

）

）

0

843,035

423,794

69,351

1,890,672

21,600

23,946

）

0

199,565

）

258,045

69,716

19,679

31,434

13,255

0

257,391

736,701

14,077

15,545

説明資料２ 参照

説明資料３ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

道徳教育の充実 3,523,934 4,207,227 683,293 　
　 （
１．道徳教育の抜本的改善・充実等

6,396,523 6,931,102 534,579

（
１．いじめ対策・不登校支援等総合推進事業

（

（
　（２）いじめ対策・不登校支援等推進事業

（
　（３）有識者会議等開催経費等

（
２．夜間中学における就学機会の提供推進

2,450,227 2,378,272 △ 71,955 　緊急スクールカウンセラー等活用事業

101,130 101,726 596

（
１．健全育成のための体験活動推進事業

　　〔総合教育政策局に計上〕

（
２．学校教育における長期宿泊体験活動の導入
　　促進に関する調査研究

27,805

167,460

）
2,361

子供の体験活動の推進
98,600 ）

36,077

25,748 ）

）

４．
3,523,934

45,783

2,530

　（１）外部専門家を活用した教育相談体制の
     　整備・関係機関との連携強化等【再掲】

6,690,054

6,885,319

6,144,316

）

５．
6,360,446

いじめ・不登校対応等の
推進

99,365

190,382

６．

4,207,227

）

）

）

（参考）復興特別会計

説明資料４ 参照

説明資料５ 参照

説明資料６ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

32,425,875 76,233,223 43,807,348

（
１．幼児教育無償化の実施
　（幼稚園就園奨励費補助等）

（
２．幼児教育の質の向上

（
　（１）幼児教育実践の質向上総合プラン

（
　　①幼児教育推進体制の充実・活用強化事業

（
　　②幼稚園の人材確保支援事業

（
　　③幼児教育の教育課題に対応した指導方法
等       充実調査研究

（
　　④幼児教育の質向上のための評価実施支援
事業

（
　　⑤幼稚園教諭免許法認定講習等推進事業

（
　（２）幼稚園教育課程の理解の推進

（
　（３）ECEC Network事業の参加

（
前年度限りの経費

（
３．幼児教育の環境整備の充実

（
　（１）認定こども園等への財政支援

（
　（２）私立幼稚園の施設整備の充実

184,268 367,355 183,087

（

（

　　〔総合教育政策局に計上〕
（

３．スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール

（
４．地域との協働による高等学校教育改革
　　推進事業
　　【新規】【再掲】

223,421 181,424 △ 41,997

（

（

23,077

0

124,391

）

）

）

99,030

74,393

）

8,405

）

0 ）

279,197

27,046

84,718

）

251,117

９．

２．学校給食・食育総合推進事業
　（つながる食育推進事業等）

107,031

１．学校保健推進事業
　  （がん教育総合支援事業等）

８． キャリア教育・職業教育
の充実

148,817

学校健康教育の推進

１．将来の在り方・生き方を主体的に考えられる
　　若者を育むキャリア教育推進事業

147,532

２．地域を担う人材育成のためのキャリア
　　プランニング推進事業

8,443

）

７． 幼児教育の振興
28,282,831

70,090,846

）
342,254

71,427 ）
307,766

71,427 ）
70,493

0 ）
41,217

26,300 ）

0 ）
27,913

23,240

0 ）
20,611

7,024 ）
11,248

174,446 ）

4,505,366

515,847 ）
1,294,757

0

3,863,847 ）
5,800,123

3,348,000 ）

説明資料８ 参照

説明資料９ 参照

説明資料７ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

2,421,431 2,433,639 12,208

（

（
２．へき地児童生徒援助費等補助金

（
３．高等学校における次世代の学習ニーズを

　　踏まえた指導の充実事業

2,398,318 2,586,073 187,755 　
（

１．切れ目ない支援体制整備充実事業【再掲】

（
２．学校における医療的ケア実施体制構築事業

（

（
４．学校と福祉機関の連携支援事業【新規】

（
５．特別支援教育に関する教職員等の資質
　　向上事業

（

（

（

（
９．特別支援教育充実事業等

2,204,580 2,455,888 251,308

（
１．スクールソーシャルワーカーの配置拡充
     【再掲】

（
２．高校生等の就職・就学支援等

（
３．要保護児童生徒援助費補助

（参考） （
　被災児童生徒就学支援等事業
    （大規模災害等対応分）

5,216,670 4,382,179 △ 834,491 被災児童生徒就学支援等事業

1,193,610 995,310 △ 198,300

　

212,507

1,483,581

学校をプラットフォームとし
た総合的な子供の貧困対
策の推進

86,405

594,447

73,025

145,530

668,729

８．教科書デジタルデータを活用した拡大教科
　　書、音声教材等普及促進プロジェクト

）
62,958

７．学校における交流及び共同学習を通じた
     障害者理解（心のバリアフリー）の推進
　　 事業

49,993

0

2,331,741

）

51,101

209,837

）

）

73,923

）
1,795,638

）

65,497

1,599,954

）59,211

2,312,769 ）

）

36,401

73,923

）

65,497

1,721,662

１３．

647,076

273,817 ）

）

）

）

139,095

）

103,872

）

45,446

59,376

私立小中学校等に通う児
童生徒への経済的支援に
関する実証事業

１２．

１．少子化・人口減少社会に対応した活力ある
　　学校教育推進事業

１０． 少子化に対応した活力あ
る学校教育の推進 34,739

１１． 切れ目ない支援体制構築
に向けた特別支援教育の
充実

10,115

280,328

６．学習指導要領等の趣旨徹底等及び学習・
    指導方法の改善・充実【再掲】

３．発達障害の可能性のある児童生徒等に対
　　する支援事業

（参考）復興特別会計

説明資料１１ 参照

説明資料１０ 参照

説明資料１３ 参照

説明資料１２ 参照
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千円 千円 千円

事        項
前　年　度
予　算　額

2019年度
予算額（案）

比　較　増
△　減　額

備              考

384,113,814 387,328,490 3,214,676

（
１．高等学校等就学支援金交付金

（
２．高等学校等就学支援金事務費交付金　

（
３．公立高等学校授業料不徴収交付金

（
４．高校生等奨学給付金

0 643,418 643,418

（
１．新時代の学びにおける先端技術導入実証研究
　　事業【新規】【再掲】

（
２．先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究
　　【新規】【再掲】

（
３．ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）
　　　コンソーシアム構築支援事業【新規】【再掲】

（
４．地域との協働による高等学校教育改革
　　推進事業【新規】【再掲】

43,249,000 44,791,302 1,542,302

（
　義務教育教科書購入費

）

１６． 義務教育教科書の無償給
与 43,249,000

257,391

3,007,551

１５．

15,000

Society5.0に向けた人材育
成

44,791,302

）

0 ）
21,600

13,930,980

370,894,255

）

）

13,279,267 ）

）

0

113,310

0 ）
251,117

0 ）

2,489,830

13,425

高校生等への修学支援１４．
367,811,996

説明資料１４ 参照

説明資料１６ 参照

説明資料１５ 参照
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１．新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方
改革のための指導・運営体制の構築（チームとしての
学校運営体制の推進）

(前 年 度 予 算 額 1,534,895百万円）

20 1 9年度予算額（案） 1,533,605百万円

〔参 考 ： 復 興 特 別 会 計 1,777百万円〕

１．要 旨
新学習指導要領の円滑な実施と学校における働き方改革を目指し、学校におけ

る指導・運営体制の効果的な強化・充実を図り、「チーム学校」を実現するため、
教職員定数の改善、専門スタッフや外部人材の配置拡充、業務の適正化などを一
体的に推進する。

２．内 容
◆義務教育費国庫負担金 1,520,033百万円(1,522,781百万円)
義務教育費国庫負担制度は､公立の義務教育諸学校の教職員の給与費について

都道府県及び指定都市が負担した経費の３分の１を国が負担するものである。

・教職員定数の改善 ＋32億円（＋1,456人）

・教職員定数の自然減等 ▲94億円（▲4,326人）

・教職員の若返り等による給与減 ▲29億円

・人事院勧告の反映による給与改定 ＋76億円

・教員給与の見直し ▲14億円 等

≪教職員定数の改善≫ ＋1,456人
１．学校における働き方改革 ＋1,110人
○教員の持ちコマ数軽減による教育の質の向上
①小学校専科指導の充実（小学校英語教育の早期化・教科化に伴う、一定の
英語力を有し、質の高い英語教育を行う専科指導教員の充実）（※）

＋1,000人
（※１）専科指導教員の英語力に関する要件

①中学校又は高等学校英語の免許状を有する者

②２年以上の外国語指導助手(ＡＬＴ)の経験者

③CEFR＊B2 相当以上の英語力を有する者 ＊外国語の学習・教授・評価のためのヨーロッパ共通参照枠

④海外大学、又は青年海外協力隊若しくは在外教育施設等で、２年以上の英語を使用した

海外留学・勤務経験のある者

注：②～④は、小学校教諭免許状、又は中学校英語・高等学校英語の免許状のいずれの

免許状も有しない者にあっては特別免許状を授与することが必要。

（※２）より質の高い英語教育を推進するため、教員の新規採用にあたって一定以上の英語力

（CEFR B2相当以上等）を有する者を採用した割合を指標として、専科指導のための教

員加配の仕組みを構築。

②中学校生徒指導体制の強化 ＋ 50人
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○学校運営体制の強化
①学校総務・財務業務の軽減のための共同学校事務体制強化
（事務職員） ＋ 30人

②主幹教諭の配置充実による学校マネジメント機能強化 ＋ 30人

２．複雑化・困難化する教育課題への対応【再掲を除く】 ＋ 346人
・教育課題への対応のための基礎定数化関連 ＋ 246人
（平成29年3月義務標準法改正による基礎定数化に伴う定数の増減）

・通級による指導 ＋348人 ・日本語指導 ＋ 68人
・初任者研修 ＋ 72人 ・自然減等 ▲242人

・いじめ・不登校等の未然防止・早期対応等の強化 ＋ 50人【再掲】
・貧困等に起因する学力課題の解消 ＋ 50人
・「チーム学校」の実現に向けた学校の指導体制の基盤整備
（養護教諭、栄養教諭等） ＋ 20人

・統合校・小規模校への支援 ＋ 30人

≪教員給与の見直し≫
・部活動ガイドラインを踏まえた部活動手当の見直し
（土日3時間程度2,700円）

（参考：復興特別会計）
震災に起因し厳しい教育環境下に置かれている児童生徒のための学習支援等

のため784人の加配措置。
1,777百万円(1,883百万円)

≪関連施策≫
・教育政策に関する実証研究 28百万円（31百万円）

有識者や意欲ある自治体の協力を得つつ、時代の変化に対応した新しい教

育への取組、いじめ・不登校、子供の貧困等の学校の課題に関する状況や、

それらの課題に対応するための指導体制の在り方など、教育政策の効果を評

価する実証研究を実施。
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◆専門スタッフ・外部人材の拡充 13,470百万円(12,010百万円)
○スクールカウンセラーの配置拡充【後掲】〔補助率１／３〕

4,738百万円（4,569百万円）

〔補助事業者：都道府県、政令指定都市〕

・スクールカウンセラーの全公立小中学校への配置(26,700校→27,500校）

【公立中学校：10,000校】
・通常配置(6,200校)
・小中連携型配置（3,600校）
・生徒指導上、大きな課題を抱える学校等における週5日配置（200校）
【公立小学校：16,700校→17,500校】
・通常配置(9,500校→10,300校)
・小中連携型配置(7,200校)

・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000校→1,400校）
・教育支援センター（適応指導教室）の機能強化等、不登校支援のための
配置（250箇所） 等
※ 支援が必要な学校に弾力的に派遣できるよう、地域の実情に応じ、教育委員会へ

の配置も推進

[目標]2019年度までに、スクールカウンセラーを全公立小中学校（27,500校）に配置

2019:27,500校（2018:26,700校）

（ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

○スクールソーシャルワーカーの配置拡充【後掲】〔補助率１／３〕

1,722百万円（1,484百万円）

〔補助事業者：都道府県、政令指定都市、中核市〕

・スクールソーシャルワーカーの全ての中学校区への配置（7,500人→10,000人）
・高等学校のための配置（47人）
・貧困・虐待対策のための重点加配（1,000人→1,400人）
・スーパーバイザー（47人）の配置 等

[目標]2019年度までに、スクールソーシャルワーカーを全ての中学校区（約1万人）に配置

2019:10,000人（2018:7,500人）

（ニッポン一億総活躍プラン）

（ひとり親家庭・多子世帯等自立応援プロジェクト）

○いじめ防止等対策のためのスクールロイヤー活用に関する調査研究【後掲】
8百万円（10百万円）

・法律の専門家である弁護士が、その専門的知識・経験に基づき、学校にお
いて法的側面からのいじめ予防教育を行うとともに、いじめなどの諸課題
の効率的な解決にも資する、学校における相談体制の整備に関する調査研
究を実施（3地域）

9



○補習等のための指導員等派遣事業〔補助率１／３〕

5,521百万円（4,776百万円）

多彩な人材がサポートスタッフとして学校の教育活動に参画する取組を支援

（１）学力向上を目的とした学校教育活動支援 3,073百万円（3,072百万円）

児童生徒一人一人にあったきめ細かな対応を実現するため、教師に
加えて学校教育活動を支援する人材の配置を支援。
＜当該分野に知見のある人材（退職教職員や教師志望の大学生など）＞

（7,700人）

・実施主体：都道府県・指定都市

・負担割合：国１／３，都道府県・指定都市２／３

《具体例》

・補習や発展的な学習への対応

・外国人児童生徒等の学力向上への取組

・不登校・中途退学への対応、いじめへの対応

・キャリア教育支援、就職支援

・校長経験者による若手教員への授業指導

・体験活動の実施への支援

（２）スクール・サポート・スタッフの配置 1,440百万円（1,200百万円）
教師が児童生徒への指導や教材研究等に注力できる体制を整備し、教

師の負担軽減を図るため、学習プリント等の印刷などを教師に代わって
行うサポートスタッフの配置を支援。
＜地域の人材（卒業生の保護者など）＞（3,000人→3,600人）

※教師の負担軽減を図るための事業として実施。各自治体において明確な成果目標を設定し、

効果の検証を含めて実施するものに対し、補助を行う。

・実施主体：都道府県・指定都市

・負担割合：国１／３，都道府県・指定都市２／３
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（３）中学校における部活動指導員の配置 1,008百万円（504百万円）
適切な練習時間や休養日の設定など部活動の適正化を進めている教育

委員会を対象に、部活動指導員（注）の配置を支援。
＜指導する部活動に係る専門的な知識・技能を有する人材＞

(4,500人→9,000人)
（注）学校教育法施行規則第78条の2に該当する者

※スポーツ庁の運動部活動に係るガイドライン及び文化庁の文化部活動に係るガイドライン

を遵守するとともに、教師の負担軽減の状況を適切に把握するなど、一定の要件を満たす

学校設置者に対して支援を行う。

※支援に際しては、上記のガイドラインを遵守した上で、ガイドラインを上回る休養日の設

定を行うなど、学校の働き方改革の取組を推進している学校設置者へ優先的に配分する。

・実施主体：学校設置者(主に市町村)

・負担割合：国１／３,都道府県１／３,市町村１／３

(指定都市にあっては国１／３,指定都市２／３)

○特別支援教育専門家の配置（切れ目ない支援体制整備充実事業の内数）

〔補助率１／３〕【後掲】 1,480百万円（1,172百万円）

〔補助事業者：都道府県、市区町村、学校法人〕

・医療的ケアが必要な児童生徒のための看護師や理学療法士・作業療法士・
言語聴覚士等の外部専門家の配置（2,148人）

≪関連施策≫

・いじめ問題等の解決に向けた外部専門家活用事業
・スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの常勤化に向けた
調査研究

・学校司書養成講習会

◆学校現場における業務の適正化
○学校現場における業務改善加速事業 103百万円(104百万円)

教員の長時間勤務を見直すことで、教員自らが意欲と能力を最大限発揮で
きる環境を整備し、ひいては学校教育の質を向上させるため、国・教育委員
会（都道府県・市町村）・学校が有機的に連携し、一体的・総合的に業務改
善を推進する取組を実施する。
・業務改善加速のための実践研究
（業務改善に集中的に取り組むモデル自治体等において、各学校における勤
務時間管理の徹底をはじめ、教員の業務の見直し、意識改革のための研修
等、業務改善の取組を強力に推進）

・業務改善アドバイザーの派遣
・長時間勤務是正に向けた普及・啓発 等
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進
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携
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進
、
及
び
持
続
可
能
な
推
進
体
制
の
構
築

・
組
織
的
で
安
定
的
に
継
続
で
き
る
「
地
域
学
校
協
働
本
部
」
の
整
備
と
地
域
学
校
協
働
活
動
推
進
員
等
の
配
置

・
放
課
後
子
供
教
室
や
地
域
未
来
塾
と
い
っ
た
、
幅
広
い
地
域
住
民
・
団
体
等
の
参
画
に
よ
り
行
わ
れ
る
様
々
な
個
別
の
地
域
学
校
協
働
活
動
の
総
合
化
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化

（
2
0
1
9
年
度
予
算
案
）
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新
学
習
指
導
要
領
の
円
滑
な
実
施
と
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
の

た
め
の
指
導
・
運
営
体
制
の
構
築

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）

1
兆
5
,2
0
0
億
円

(前
年
度
予
算
額
1
兆
5
,2
2
8
億
円
)

≪
≫
内
は
2
0
2
6
年
度
ま
で
の
改
善
予
定
数

学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
や
複
雑
化
・
困
難
化
す
る
教
育
課
題
へ
対
応
す
る
た
め
、
教
職
員
定
数
を
+
1
,4
5
6
人
改
善
。

学
校
の
指
導
・
運
営
体
制
の
効
果
的
な
強
化
・充

実
を
図
り
、
新
学
習
指
導
要
領
の
円
滑
な
実
施
を
実
現

加
配
定
数
+
1
,2
1
0
人

教
員
の
持
ち
コ
マ
数
軽
減
に
よ
る
教
育
の
質
の
向
上

◆
小
学
校
専
科
指
導
の
充
実

+
1
,0
0
0
人

小
学
校
英
語
教
育
の
早
期
化
・
教
科
化
に
伴
う
、
一
定
の
英
語
力
を
有
し
、

質
の
高
い
英
語
教
育
を
行
う
専
科
指
導
教
員
の
充
実
（
※
）

（
※
１
）
専
科
指
導
教
員
の
英
語
力
に
関
す
る
要
件

①
中
学
校
又
は
高
等
学
校
英
語
の
免
許
状
を
有
す
る
者

②
２
年
以
上
の
外
国
語
指
導
助
手
（
Ａ
Ｌ
Ｔ

)の
経
験
者

③
C

E
F

R
* 

B
2
相
当
以
上
の
英
語
力
を
有
す
る
者

*外
国
語
の
学
習
・
教
授
・
評
価
の
た
め
の
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
共
通
参
照
枠

④
海
外
大
学
、
又
は
青
年
海
外
協
力
隊
若
し
く
は
在
外
教
育
施
設
等
で
、
２
年
以
上
の
英
語
を
使
用
し
た

海
外
留
学
・
勤
務
経
験
の
あ
る
者

注
：
②
～
④
は
、
小
学
校
教
諭
免
許
状
、
又
は
中
学
校
英
語
・
高
等
学
校
英
語
の
免
許
状
の
い
ず
れ
の
免
許
状
も

有
し
な
い
者
に
あ
っ
て
は
特
別
免
許
状
を
授
与
す
る
こ
と
が
必
要
。

（
※
２
）
よ
り
質
の
高
い
英
語
教
育
を
推
進
す
る
た
め
、
教
員
の
新
規
採
用
に
あ
た
っ
て
一
定
以
上
の
英
語
力

(C
E

F
R

B
2
相
当
以
上
等

)を
有
す
る
者
を
採
用
し
た
割
合
を
指
標
と
し
て
、
専
科
指
導
の
た
め
の
教
員

加
配
の
仕
組
み
を
構
築
。

◆
中
学
校
生
徒
指
導
体
制
の
強
化

+
5
0
人

学
校
運
営
体
制
の
強
化

◆
学
校
総
務
・
財
務
業
務
の
軽
減
の
た
め
の
共
同
学
校
事
務
体
制
強
化

（
事
務
職
員
）

+
3
0
人

◆
主
幹
教
諭
の
配
置
充
実
に
よ
る
学
校
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
機
能
強
化

+
3
0
人

基
礎
定
数
+
2
4
6
人

教
育
課
題
へ
の
対
応
の
た
め
の
基
礎
定
数
化
関
連

+
2
4
6
人

（
H

2
9
.3
義
務
標
準
法
改
正
に
よ
る
基
礎
定
数
化
に
伴
う
定
数
の
増
減
）

◆
発
達
障
害
な
ど
の
障
害
を
持
つ
児
童
生
徒
へ
の
通
級
指
導
の

充
実

+
3
4
8
人

◆
外
国
人
児
童
生
徒
に
対
す
る
日
本
語
指
導
教
育
の
充
実

+
6
8
人

◆
初
任
者
研
修
体
制
の
充
実

+
7
2
人

※
基
礎
定
数
化
に
伴
う
自
然
減
等

▲
2
4
2
人

◆
い
じ
め
・
不
登
校
等
の
未
然
防
止
・早

期
対
応
等
の
強
化

+
5
0
人

再
掲

◆
貧
困
等
に
起
因
す
る
学
力
課
題
の
解
消

+
5
0
人

◆
「
チ
ー
ム
学
校
」
の
実
現
に
向
け
た
学
校
の
指
導
体
制

の
基
盤
整
備
（
養
護
教
諭
、
栄
養
教
諭
等
）

+
2
0
人

◆
統
合
校
・
小
規
模
校
へ
の
支
援

+
3
0
人

・教
職
員
定
数
の
改
善

＋
3
2
億
円
（
＋
1
,4
5
6
人
）

・教
職
員
の
若
返
り
等
に
よ
る
給
与
減

▲
2
9
億
円

・教
員
給
与
の
見
直
し

▲
1
4
億
円

・教
職
員
定
数
の
自
然
減
等
▲
9
4
億
円
（
▲
4
,3
2
6
人
）

・人
事
院
勧
告
の
反
映
に
よ
る
給
与
改
定
＋
7
6
億
円

等
計

対
前
年
度
▲
2
7
億
円
＊

部
活
動
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
踏
ま
え
た
部
活
動
手
当
の
見
直
し
(土

日
3
時
間
程
度
2
,7
0
0
円
)

給
与
関
係

複
雑
化
・
困
難
化
す
る
教
育
課
題
へ
の
対
応 計

＋
3
4
6
人
（
再
掲
除
く
）

学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革

計
＋
1
,1
1
0
人

＊
四
捨
五
入
の
関
係
で
上
記
予
算
額
の
差
し
引
き
と
一
致
し
な
い
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※
教
師
の
負
担
軽
減
を
図
る
た
め
の
事
業
と
し
て
実
施
。
各
自
治
体
に
お
い
て
明
確
な
成
果
目
標
を

設
定
し
、
効
果
の
検
証
を
含
め
て
実
施
す
る
も
の
に
対
し
、
補
助
を
行
う
。

「
チ
ー
ム
学
校
」
の
理
念
を
踏
ま
え
、
教
師
と
多
様
な
人
材
の
連
携
に
よ
り
、
学
校
教
育
活
動
の
充
実
と
「
働
き
方
改
革
」
を
実
現

学
校
生
活
適
応
へ
の
支
援

•
不
登
校
・
中
途
退
学
へ
の
対
応

•
い
じ
め
へ
の
対
応

多
彩
な
人
材
が
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
と
し
て
学
校
の
教
育
活
動
に
参
画
す
る
取
組
を
支
援

児
童
生
徒
の
学
習
サ
ポ
ー
ト

•
補
習
や
発
展
的
な
学
習
へ
の
対
応

•
外
国
人
児
童
生
徒
等
の
学
力
向
上
へ
の

取
組

進
路
指
導
・
キ
ャ
リ
ア
教
育

•
キ
ャ
リ
ア
教
育
支
援

•
就
職
支
援

学
力
向
上
を
目
的
と
し
た
学
校
教
育
活
動
支
援

ス
ク
ー
ル
・
サ
ポ
ー
ト
・
ス
タ
ッ
フ
の
配
置

2
0
1
9
年
度
予
算
額
(案
)：
3
1
億
円
(対
前
年
度
同
額
)

＜
7
,7
0
0
人
＞

2
0
1
9
年
度
予
算
額
(案
)：
1
4
億
円
（
+
2
億
円
）
＜
3
,0
0
0
人
→
3
,6
0
0
人
＞

•
校
長
経
験
者
に
よ
る
若
手
教
員
へ
の

授
業
指
導

•
子
供
の
体
験
活
動
の
実
施
へ
の
支
援

そ
の
他
(教
師
の
指
導
力
向
上
等
)

公
立
学
校
の
教
育
活
動
と
し
て
実
施
す
る
次
の
よ
う
な
取
組
を
行
う
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
（
非
常
勤
）
の
配
置
に
要
す
る
費
用
の
1
/3
以
内
を
補
助

教
師
が
よ
り
児
童
生
徒
へ
の
指
導
や
教
材
研
究
等
に
注
力
で
き
る
体
制
を
整
備
し
、
教
師
の
負
担
軽
減
を
図

る
た
め
、
学
習
プ
リ
ン
ト
等
の
印
刷
な
ど
を
教
師
に
代
わ
っ
て
行
う
サ
ポ
ー
ト
ス
タ
ッ
フ
の
配
置
を
支
援
。
【拡

充
】

(卒
業
生
の
保
護
者
な
ど
)

【
当
該
分
野
に
知
見
の
あ
る
人
材
】

(退
職
教
職
員
や
教
師
志
望
の
大
学
生
な
ど
)

中
学
校
に
お
け
る
部
活
動
指
導
員
の
配
置

【
指
導
す
る
部
活
動
に
係
る
専
門
的
な
知
識
・
技
能
を
有
す
る
人
材
】

適
切
な
練
習
時
間
や
休
養
日
の
設
定
な
ど
部
活
動
の
適
正
化
を
進
め
て
い
る
教
育
委
員
会
を
対

象
に
部
活
動
指
導
員
(注
)の
配
置
を
支
援
。
【拡

充
】（
1
,5
0
0
校
→
3
,0
0
0
校
）

2
0
1
9
年
度
予
算
額
(案
)：
1
0
億
円
(+
5
億
円
)＜
4
,5
0
0
人
→
9
,0
0
0
人
＞

（
実
施
主
体
）
学
校
設
置
者
（
主
に
市
町
村
）

（
負
担
割
合
）
国
1
/3
、
都
道
府
県
1
/3
、
市
町
村
1
/3

（
指
定
都
市
：
国
１
/３

、
指
定
都
市
２
/３

）

（
実
施
主
体
）
都
道
府
県
・指

定
都
市

（
負
担
割
合
）
国
1
/3
、
都
道
府
県
・
指
定
都
市
2
/3

（
注
）
学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
7
8
条
の
2
に
該
当
す
る
者

※
ス
ポ
ー
ツ
庁
の
運
動
部
活
動
に
係
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
及
び
文
化
庁
の
文
化
部
活
動
に
係
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

を
遵
守
す
る
と
と
も
に
、
教
師
の
負
担
軽
減
の
状
況
を
適
切
に
把
握
す
る
な
ど
、
一
定
の
要
件
を
満

た
す
学
校
設
置
者
に
対
し
て
支
援
を
行
う
。

※
支
援
に
際
し
て
は
、
上
記
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
遵
守
し
た
上
で
、
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
上
回
る
休
養
日
の
設
定
を

行
う
な
ど
、
学
校
の
働
き
方
改
革
の
取
組
を
推
進
し
て
い
る
学
校
設
置
者
へ
優
先
的
に
配
分
す
る
。

児
童
生
徒
一
人
一
人
に
あ
っ
た
き
め
細
か
な
対
応
を
実
現
す
る
た
め
、
教
師

に
加
え
て
学
校
教
育
活
動
を
支
援
す
る
人
材
の
配
置
を
支
援
。

（
実
施
主
体
）
都
道
府
県
・指

定
都
市

（
負
担
割
合
）
国
1
/3
、
都
道
府
県
・指

定
都
市
2
/3

【
地
域
の
人
材
】

多
彩
な
人
材
の
参
画
に
よ
る
学
校
の
教
育
力
向
上

～
補
習
等
の
た
め
の
指
導
員
等
派
遣
事
業
～

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
5
5
億
円

(前
年
度
予
算
額

4
8
億
円
)
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③
貧
困
・虐

待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

１
，
４
０
０
校
（
1
,0
0
0
校
）

④
不
登
校
支
援
の
た
め
の
教
育
支
援
セ
ン
タ
ー
の
機
能
強
化

２
５
０
箇
所
（
2
5
0
箇
所
）

①
小
中
学
校
の
た
め
の
配
置

１
０
，
０
０
０
人
（
７
，
５
０
０
人
）

②
貧
困
・虐

待
対
策
の
た
め
の
重
点
配
置

１
，
４
０
０
人
（１
，
０
０
０
人
）

③
高
等
学
校
の
た
め
の
配
置

４
７
人
（４
７
人
）

④
質
向
上
の
た
め
の
Ｓ
Ｖ
配
置

４
７
人
（４
７
人
）

＜
家
庭
＞

＜
教
育
委
員
会
等
＞

＜
福
祉
関
連
機
関
＞

[目
標
]2
01
9年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
を
全
て
の
中
学
校
区

（
約
１
万
人
）に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
等
活
用
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）

4
,7
3
8
百
万
円

（
平
成

3
0
年
度
予
算
額
4
,5
6
9
百
万
円
）
補
助
率
：１

/
3

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
活
用
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（案

）
1
,7
2
2
百
万
円

（
平
成

3
0
年
度
予
算
額
1
,4
8
4
百
万
円
）
補
助
率
：１

/
3

連
絡
協
議
会
の
開
催
等
を
通
じ
た
質
向
上
の
取
組

※
支
援
が
必
要
な
学
校
に
弾
力
的
に
派
遣
で
き
る
よ
う
、
地
域
の
実
情
に
応
じ
、
教
育
委
員
会
配
置
方
式
も
推
進
。

①
全
公
立
小
学
校
に
対
す
る
配
置
１
７
，
５
０
０
校
（１
６
，
７
０
０
校
）

②
全
公
立
中
学
校
に
対
す
る
配
置
１
０
，
０
０
０
校
（１
０
，
０
０
０
校
）

[目
標
]2
01
9
年
度
ま
で
に
、
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
全
公
立
小
中
学
校

(2
7,
50
0
校
）に
配
置

（
ニ
ッ
ポ
ン
一
億
総
活
躍
プ
ラ
ン
）

（
ひ
と
り
親
家
庭
・多
子
世
帯
等
自
立
応
援
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
）

2
0
1
9
年
度

:2
7

,5
0

0
校

2
0
1
9
年
度

:1
0
,0

0
0
人

※
（

）は
前
年
度

＜
学
校
・教

職
員
（
養
護
教
諭
等
）＞

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
：
児
童
生
徒
の
心
理
に
関
し
て
高
度
に
専
門
的
な
知
識
及

び
経
験
を
有
す
る
者

（
臨
床
心
理
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則

第
6
5
条
の
２

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
心
理
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
：福
祉
に
関
し
て
専
門
的
な
知
識
・技
術
を
有
す
る
と
と
も

に
、
過
去
に
教
育
や
福
祉
の
分
野
に
お
い
て
、
活
動
経
験
の
実
績
等
が
あ
る
者
（社
会
福

祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
等
）

学
校
教
育
法
施
行
規
則

第
6
5
条
の
３

ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
は
、
小
学
校
に
お
け
る
児
童
の
福
祉
に
関
す
る
支
援
に
従
事
す
る
。

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
・
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
に
よ
る
教
育
相
談
体
制
の
充
実
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
6
,4
6
0
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額
6
,0
5
2
百
万
円
)
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い
じ
め
防
止
等
対
策
の
た
め
の
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
活
用
に
関
す
る
調
査
研
究

課
題

○
国
は
、
困
難
な
問
題
の
解
決
に
向
け
て
相
談
で
き
る
弁
護
士
等
、
多
様
な
人
材
に
よ
る
支
援
体
制
を
構

築
す
る
。
【
い
じ
め
の
問
題
等
へ
の
対
応
に
つ
い
て
（
第
一
次
提
言
）
（
平
成
2
5
年
2
月
2
6
日
教
育
再
生

実
行
会
議
決
定
）
】

○
い
じ
め
の
防
止
の
た
め
に
は
、
い
じ
め
に
向
か
わ
な
い
態
度
・
能
力
の
育
成
が
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

発
達
の
段
階
に
応
じ
て
、
児
童
生
徒
が
い
じ
め
の
問
題
を
自
分
の
こ
と
と
し
て
捉
え
、
考
え
、
議
論
す
る

こ
と
に
よ
り
、
正
面
か
ら
向
き
合
う
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
実
践
的
な
取
組
を
行
う
必
要
が
あ
る
。
【
い

じ
め
の
防
止
等
の
た
め
の
基
本
的
な
方
針
（
平
成
2
5
年
1
0
月
1
1
日
文
部
科
学
大
臣
決
定
（
平
成
2
9
年
3

月
1
4
日
最
終
改
定
）
）
】

○
家
庭
と
の
対
応
の
関
係
で
保
護
者
等
か
ら
の
過
剰
な
苦
情
や
不
当
な
要
求
等
へ
の
対
応
が
求
め
ら
れ
る

場
合
や
、
児
童
生
徒
を
取
り
巻
く
問
題
に
関
し
て
法
的
側
面
か
ら
の
ア
ド
バ
イ
ス
が
必
要
な
場
合
に
つ
い

て
、
学
校
が
組
織
と
し
て
対
応
で
き
る
よ
う
、
教
育
委
員
会
に
お
い
て
支
援
体
制
を
構
築
す
る
ほ
か
、
法

的
相
談
を
受
け
る
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
等
の
専
門
家
の
配
置
を
進
め
る
。
【
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革

に
関
す
る
緊
急
対
策
（
平
成
2
9
年
1
2
月
2
6
日
文
部
科
学
大
臣
決
定
）
）
】

背
景
説
明

法
律
の
専
門
家
で
あ
る
弁
護
士

が
、
そ
の
専
門
的
知
識
・
経
験
に

基
づ
き
、
学
校
に
お
い
て
法
的
側

面
か
ら
の
い
じ
め
予
防
教
育
を
行

う
と
と
も
に
、
い
じ
め
な
ど
の
諸

課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
も
資
す

る
、
学
校
に
お
け
る
相
談
体
制
の

整
備
に
関
す
る
調
査
研
究
を
実
施

す
る
。

目
的
・
目
標

事
業
内
容
1

調
査
研
究
結
果
の
分
析
・
検
証
・
周
知
、
施
策
へ
の
反
映
を
通
じ
て
、

い
じ
め
の
防
止
、
校
務
の
効
率
化
・
負
担
軽
減
を
図
る
。

法
的
側
面
か
ら
の
い
じ
め
予
防
教
育

事
業
内
容
２

学
校
に
お
け
る
法
的
相
談
へ
の
対
応

事
業
内
容
３

法
令
に
基
づ
く
対
応
の
徹
底

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
８
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

１
０
百
万
円
)

期
待
さ
れ
る
効
果

弁
護
士
が
、
実
例
（
裁
判
例
等
）
を
示
し
な

が
ら
、
人
権
を
守
る
こ
と
の
重
要
性
や
い
じ
め

の
法
律
上
の
扱
い
（
刑
事
罰
の
対
象
と
な
り
得

る
こ
と
や
、
不
法
行
為
に
該
当
し
損
害
賠
償
責

任
が
発
生
し
得
る
こ
と
等
）
に
つ
い
て
教
え
る

授
業
モ
デ
ル
の
構
築
や
実
践
的
な
教
材
の
開
発

を
行
う
。

学
校
が
、
児
童
生
徒
を
取
り
巻
く
問
題
に
つ

い
て
弁
護
士
に
相
談
し
法
的
ア
ド
バ
イ
ス
を
受

け
る
こ
と
や
、
弁
護
士
に
よ
る
教
員
向
け
の
研

修
会
を
受
け
る
こ
と
等
が
、
生
徒
指
導
上
の
諸

課
題
の
効
率
的
な
解
決
に
資
す
る
こ
と
に
つ
い

て
検
証
を
行
う
。

学
校
に
お
い
て
、
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法

等
に
基
づ
い
て
、
い
じ
め
問
題
へ
の
対
応
が
徹

底
さ
れ
て
い
る
か
を
弁
護
士
が
法
的
側
面
か
ら

確
認
す
る
こ
と
の
有
効
性
を
検
証
す
る
。
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学
校
現
場
に
お
け
る
業
務
改
善
加
速
事
業

2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）

１
０
３
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

１
０
４
百
万
円
)

■
学
校
に
お
け
る
働
き
方
改
革
に
関
す
る
緊
急
対
策
（
平
成
2
9
年
1
2
月
2
6
日
文
部
科
学
省
）
や
学
校
に
お
け
る
業
務
改
善
等
に
係
る
取
組
の
徹
底
に

関
す
る
通
知
（
平
成
3
0
年
2
月
9
日
付
）
等
を
踏
ま
え
、
教
員
自
ら
の
意
欲
と
能
力
を
最
大
限
に
発
揮
で
き
る
よ
う
な
勤
務
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、

業
務
改
善
の
取
組
を
一
体
的
・
総
合
的
に
推
進
。

■
自
治
体
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
の
策
定

■
業
務
改
善
の
取
組
の
実
施

・
教
員
の
行
う
業
務
の
明
確
化
（
事
務
職
員
や
他

の
ス
タ
ッ
フ
等
と
の
連
携
・
分
担
等
）

・
部
活
動
に
関
す
る
休
養
日
の
明
確
な
設
定

・
時
間
管
理
の
徹
底
、
研
修
の
実
施

等

市
町
村
と
連
携
し
、
小
中
学
校
に
お
け
る
業
務
改
善
を
促
進
。
重
点
モ
デ
ル
地
域
の
成
果
を
県
下
に
波
及
。

都
道
府
県
・
政
令
市

■
重
点
モ
デ
ル
地
域
に
対
す
る
教
職
員
や
業
務
ア
シ
ス
タ
ン
ト
等
の
配
置

■
県
と
し
て
の
業
務
改
善
ポ
リ
シ
ー
の
策
定
・
指
導
助
言

■
管
理
職
等
の
意
識
改
革
の
た
め
の
研
修
の
実
施

■
取
組
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
、

成
果
の
県
下
全
域
へ
の
発
信

■
勤
務
状
況
の
改
善
の
成
果
を
分
析

勤
務
時
間
（
総
勤
務
時
間
や
事
務
作
業
・

部
活
動
に
関
す
る
時
間
等
）
や
負
担
感
の

変
化
、
創
出
し
た
時
間
に
よ
る
教
育
面
で

の
効
果
な
ど
の
成
果
を
分
析

■
成
果
を
挙
げ
た
Ｇ
Ｐ
を
管
下
全
域
に
波
及

重
点
モ
デ
ル
地
域
：
市
町
村
（
政
令
市
含
む
）

外
部
専
門
家
に
よ
る
分
析
・
助
言

業
務
改
善
に
集
中
的
に
取
り
組
む
重
点
モ
デ
ル
地
域
を
指
定
し
、
業
務
改
善
の
加
速
に
つ
い
て
の
実
践
研
究
を
実
施
。
具
体
的
な
ノ
ウ
ハ
ウ
や

成
果
を
分
析
し
、
全
国
に
発
信
し
普
及
。

文
部
科
学
省

エ
ビ
デ
ン
ス

と
し
て
蓄
積

業
務
改
善
加
速
の
た
め
の
実
践
研
究
事
業
の
実
施

※
国
立
・
私
立
学
校
も
対
象

長
時
間
勤
務
是
正
の
た
め
の
周
知
・
啓
発
を
行
い
、

全
国
的
な
気
運
を
醸
成

・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
開
催

・
各
種
広
報
媒
体
等
に
よ
る
普
及
啓
発

・
実
践
事
例
集
の
作
成

等

■
研
究
機
関
等
に
よ
る
業
務
改
善
の
推
進
に
資
す

る
基
礎
的
調
査
研
究
を
実
施

長
時
間
勤
務
是
正
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施

業
務
改
善
の
基
礎
的
調
査
研
究
の
実
施

■
業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
の
派
遣
に
よ
る

指
導
助
言

■
先
進
モ
デ
ル
の
横
展
開

■
業
務
改
善
の
取
組
の
継
続
し
た
フ
ォ
ロ
ー

業
務
改
善
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
ボ
ー
ド
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Ⅰ
. 
学

校
指

導
・
運

営
体

制
の

効
果

的
な

強
化

・
充

実

●
学
校
の
指
導
体
制
の
充
実
－
教
師
の
持
ち
コ
マ
数
軽
減
に
よ
る
教
育
の
質
の
向
上
－

▶
小
学
校
専
科
指
導
の
充
実

（
英
語
教
育
の
早
期
化
・
教
科
化
に
伴
う
、
一
定
の
英
語
力
を
有
し
、

質
の
高
い
英
語
教
育
を
行
う
専
科
指
導
教
員
の
充
実
（
新
学
習
指
導
要
領
へ
の
対
応
）
）

・
・
・
＋
1
,0
0
0
人

▶
中
学
校
生
徒
指
導
体
制
の
強
化

・
・
・

＋
5
0
人

●
学
校
の
運
営
体
制
の
強
化
－
校
長
・副
校
長
・教
頭
等
の
事
務
関
係
業
務
の
軽
減
－

▶
学
校
総
務
・
財
務
業
務
の
軽
減
の
た
め
の
共
同
学
校
事
務
体
制
強
化

（
事
務
職
員
）

・
・
・

＋
3
0
人

▶
主
幹
教
諭
の
配
置
充
実
に
よ
る
学
校
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
機
能
強
化

・
・
・

＋
3
0
人

※
教
職
員
定
数
に
つ
い
て
は
、
複
雑
化
・
困
難
化
す
る
教
育
課
題
へ
の
対
応
分
を
含
め
、
合
計
で
＋
1
,4
5
6
人
の
改
善
。

Ⅱ
. 
教

員
以

外
の

専
門

ス
タ

ッ
フ

・
外

部
人

材
の

活
用

●
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
、
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
の
配
置
拡
充

・
・
・
6
4
.6
億
円
【
S
C
:2
7
,5
0
0
校

(+
8
0
0
校
)】

【
S
S
W
:1
0
,0
0
0
人

(+
2
,5
0
0
人
)】

●
ス
ク
ー
ル
・サ
ポ
ー
ト
・ス
タ
ッ
フ
の
配
置

・
・
・
1
4
.4
億
円
【
3
,6
0
0
人

(+
6
0
0
人
)】

※
学
習
プ
リ
ン
ト
等
の
印
刷
業
務
、
授
業
準
備
の
補
助
等
、
教
師
の
サ
ポ
ー
ト

●
中
学
校
に
お
け
る
部
活
動
指
導
員
の
配
置

・
・
・
1
0
.1
億
円
【
9
,0
0
0
人

(+
4
,5
0
0
人
)】

●
理
科
の
観
察
・実
験
の
支
援
等
を
行
う
観
察
実
験
補
助
員
の
配
置
促
進

・
・
・
2
.0
億
円
【
3
,1
0
0
校
】

●
い
じ
め
防
止
等
対
策
の
た
め
の
ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
活
用
に
関
す
る
調
査
研
究

・
・
・
0
.1
億
円

Ⅲ
. 
学

校
が

担
う

べ
き

業
務

の
効

率
化

及
び

精
選

●
学
校
現
場
の
業
務
改
善
を
加
速
す
る
た
め
の
実
践
研
究
や
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
派
遣

・
・
・
1
.0
億
円

●
都
道
府
県
単
位
で
の
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
導
入
促
進

・
・
・
1
.3
億
円

●
地
域
と
学
校
の
連
携
・協
働
を
通
じ
た
、
登
下
校
等
の
見
守
り
活
動
の
充
実

・
・
・
1
.2
億
円

新
学

習
指

導
要

領
の

円
滑

な
実

施
と

学
校

に
お

け
る

働
き

方
改

革
の

た
め

の
環

境
整

備
【2

0
1
9
年

度
予

算
額

（案
）
】
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２．教育課程の充実

(前 年 度 予 算 額 2,461百万円）
2019年度予算額（案） 2,478百万円

１．要 旨

これからの時代に求められる資質・能力を育成する観点から、学習指導要領の

改訂を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、教員の資質・能力

向上方策とも連携しながら、主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニン

グ）の視点からの学習・指導方法の改善やカリキュラム・マネジメントの推進な

ど新学習指導要領の趣旨の周知・徹底、基礎学力定着に向けた取組、理数教育の

充実、現代的な課題に対応するための取組などを推進し、初等中等教育の教育課

程の充実を図る。

２．内 容

○学習指導要領等の趣旨徹底等及び新学習指導要領の円滑な実施に向けた取組の推進

200百万円(258百万円)

学習指導要領の改訂を踏まえ、「社会に開かれた教育課程」を実現するため、主

体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニング）の視点からの学習・指導方法

の改善やカリキュラム・マネジメントの推進など新学習指導要領の趣旨の周知・徹

底を図る。

○基礎学力に課題を抱える児童生徒への支援の充実 24百万円（ 新 規 ）

読解力をはじめとする基礎学力をすべての児童生徒が確実に習得できるよう、義

務教育段階の早い時期から適切な支援を行うなど、基礎学力に課題を抱える児童生

徒に対する効果的な取組等について調査研究を実施する。

○次代を見据えた教育課程・指導方法等に関する先導的研究開発

70百万円（69百万円）

今後の教育課程の基準の改善等に資する実証的資料を得るため、現行の学習指導

要領等によらない教育課程の編成・実施を認める研究開発学校を指定し、新しい教

育課程、指導方法等についての研究開発を実施する。

○理数教育の充実のための総合的な支援等 1,917百万円(1,891百万円)

観察、実験の充実を図るため、理科観察実験アシスタントの配置支援や、理科教

育振興法に基づいた、観察、実験に係る理科設備の整備充実を行う。

○現代的課題に対応した教育の充実等 105百万円(113百万円)

現代的な課題に対応した資質・能力を子供たちに育むため、環境教育や放射線教

育等の充実を図るための取組等を実施する。

【（参考：復興特別会計）放射線副読本の普及（58百万円）】
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○特別支援学校学習指導要領等の趣旨徹底等及び学習・指導方法の改善・充実【後掲】

139百万円(104百万円)

教科書等の作成や新学習指導要領の周知・徹底等を着実に実施し、改訂を踏まえ

た特別支援学校における学習・指導方法の改善・充実を図るための実践研究等を行

う。

○幼稚園教育課程の理解の推進【後掲】 23百万円(26百万円)

新幼稚園教育要領について、各幼稚園が適切な教育課程を編成、実施する上での

参考資料を作成するとともに、指導上の諸課題等に関して中央及び都道府県におい

て研究協議会を行う。
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教
育
課
程
の
充
実

＜
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
：
7
0
百
万
円
＞

今
後
の
教
育
課
程
の
基
準
の
改
善
等
に
資
す
る
実

証
的
資
料
を
得
る
た
め
、
現
行
の
学
習
指
導
要
領
等

に
よ
ら
な
い
教
育
課
程
の
編
成
・
実
施
を
認
め
る
研

究
開
発
学
校
を
指
定
し
、
新
し
い
教
育
課
程
、
指
導

方
法
等
に
つ
い
て
の
研
究
開
発
を
実
施
。

次
代
を
見
据
え
た
教
育
課
程
・
指
導

方
法
等
に
関
す
る
先
導
的
研
究
開
発

理
数
教
育
の
充
実
の
た
め
の
総
合
的
な

支
援
等

＜
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
：
2
0
0
百
万
円
＞

新
学
習
指
導
要
領
の
円
滑
な
実
施
に
向
け

た
取
組
の
推
進

＜
概
要
＞

こ
れ
か
ら
の
時
代
に
求
め
ら
れ
る
資
質
・
能
力
を
育
成
す
る
観
点
か
ら
、
学
習
指
導
要
領
の
改
訂
を
踏
ま
え
、
「
社
会
に
開
か
れ
た
教

育
課
程
」
を
実
現
す
る
た
め
、
教
員
の
資
質
・
能
力
向
上
方
策
と
も
連
携
し
な
が
ら
、
主
体
的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
（
ア
ク
テ
ィ
ブ
・

ラ
ー
ニ
ン
グ
）
の
視
点
か
ら
の
学
習
・
指
導
方
法
の
改
善
や
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
・
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
推
進
な
ど
新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の

周
知
・
徹
底
、
基
礎
学
力
定
着
に
向
け
た
取
組
、
理
数
教
育
の
充
実
、
現
代
的
な
課
題
に
対
応
す
る
た
め
の
取
組
な
ど
を
推
進
。

初
等
中
等
教
育
の
教
育
課
程
の
一
層
の
充
実

観
察
、実
験
の
充
実
を
図
る
た
め
、理
科
観
察

実
験
ア
シ
ス
タン
トの
配
置
支
援
や
、理
科
教
育

振
興
法
に
基
づ
い
た
、観
察
、実
験
に
係
る
理
科

設
備
の
整
備
充
実
。

基
礎
学
力
に
課
題
を
抱
え
る
児
童
生
徒

へ
の
支
援
の
充
実

主
体
的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
（
ア
ク
テ
ィ
ブ

・
ラ
ー
ニ
ン
グ
）
の
視
点
か
ら
、
不
断
の
授
業
改

善
を
図
る
た
め
の
実
践
的
な
調
査
研
究
を
行
い
、

効
果
的
な
学
習
・
指
導
方
法
の
開
発
、
優
れ
た
授

業
実
践
や
校
内
研
修
の
実
施
に
取
り
組
み
、
そ
の

成
果
の
普
及
を
図
る
。

＜
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
：
2
4
百
万
円
(新
規
)＞

現
代
的
な
課
題
に
対
応
し
た
資
質
・
能
力
を
子

供
た
ち
に
育
む
た
め
、
環
境
教
育
や
放
射
線
教

育
等
の
充
実
を
図
る
た
め
の
取
組
等
を
実
施
。

【
（
参
考
：
復
興
特
別
会
計
）
放
射
線
副
読
本

の
普
及
（
5
8
百
万
円
）
】

新
学
習
指
導
要
領
に
お
け
る
高
等
学
校
の
「
総

合
的
な
探
究
の
時
間
」
が
各
学
校
に
お
い
て
円
滑

に
行
わ
れ
る
よ
う
、
育
成
す
べ
き
資
質
・
能
力
を

確
実
に
身
に
付
け
る
た
め
に
必
要
な
教
材
の
開
発

な
ど
の
調
査
研
究
を
行
い
、
学
校
に
お
け
る
指
導

の
抜
本
的
改
善
・
充
実
。

等

現
代
的
課
題
に
対
応
し
た
教
育
の

充
実
等

高
等
学
校
に
お
け
る
総
合
的
な
探
究
の
時
間
の

抜
本
的
改
善
・
充
実

教
科
等
の
本
質
的
な
学
び
を
踏
ま
え
た
主
体

的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
の
視
点
か
ら
の
学

習
・
指
導
方
法
の
改
善
の
推
進

＜
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
：
1
0
5
百
万
円
＞

＜
2
0
1
9
年
度
予
算
額
（
案
）
：
1
,9
1
7
百
万
円
＞

読
解
力
を
は
じ
め
と
す
る
基
礎
学
力
を
す
べ
て

の
児
童
生
徒
が
確
実
に
習
得
で
き
る
よ
う
、
義
務

教
育
段
階
の
早
い
時
期
か
ら
適
切
な
支
援
を
行
う

な
ど
、
基
礎
学
力
に
課
題
を
抱
え
る
児
童
生
徒
に

対
す
る
効
果
的
な
取
組
等
に
つ
い
て
調
査
研
究
を

実
施
す
る
。

20
19
年
度
予
算
額
(案
)

2,
47
8百
万
円

(前
年
度
予
算
額

2,
46
1百
万
円
)
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３．情報教育・外国語教育の充実

(前 年 度 予 算 額 2,247百万円）
2019年度予算額（案） 2,093百万円

１．要 旨

新学習指導要領を踏まえた「情報活用能力」の育成、特に小学校プログラミン

グ教育の円滑な実施や情報モラル教育の充実に向けた取組を推進する。また、児

童生徒の学びの維持・充実を図るため、遠隔教育システムの導入促進に係る実証

事業など、教育の情報化を推進する。さらに、小・中・高等学校を通じた英語教

育強化のための条件整備等を行うとともに、グローバル人材育成のため、高等学

校等における質の高いカリキュラムの開発・実践を支援する。

２．内 容

○ 小・中・高等学校を通じた情報教育強化事業

（１）次世代の教育情報化推進事業 98百万円( 108百万円)

新学習指導要領の趣旨を踏まえ、全ての学習の基盤となる「情報活用能力」の

育成に向けた教科等横断的で体系的なカリキュラム・マネジメント事例等の創出

・普及を目指す。また、必修となった小学校プログラミング教育の円滑な実施に

向けて、指導事例の創出・普及や教員研修用教材の開発等を実施する。さらに、

新学習指導要領に対応した高等学校情報科担当教員の研修用教材の開発を行う。

（２）情報モラル教育推進事業 31百万円( 20百万円)

携帯電話・スマートフォンやＳＮＳが子供たちにも急速に普及し、それらの利

用に伴う犯罪被害等が生じている中で、児童生徒に情報モラルを身に付けさせる

ことが一層重要となっていることから、指導資料の改善・充実や児童生徒向け啓

発資料の作成・配布等により、新学習指導要領の下での情報モラル教育の充実を

図る。

（３）ＩＣＴを活用した教育推進自治体応援事業 60百万円( 29百万円)

児童生徒の情報活用能力の把握や学校におけるＩＣＴ活用の健康面への影響に

関する調査研究を実施する。また、ＩＣＴ環境の整備・充実等を図る取組を支援

するため 「ＩＣＴ活用教育アドバイザー」の自治体への派遣を行うとともに、そ、

の成果を全国の教育関係者に普及することにより、自治体における教育の情報化

の推進を支援する。

○ 学校ＩＣＴ環境整備促進実証研究事業

（１）統合型校務支援システム導入実証研究事業（再掲） 135百万円( 311百万円)

教員の業務負担軽減及びそれを通じた教育の質の向上を図る観点から、学校に

おける校務の情報化を効率的に進めるため、都道府県単位での統合型校務支援シ

ステムの共同調達・運用の促進に係る実証事業を行う。

２）遠隔教育システム導入実証研究事業 47百万円( 52百万円)（

多様性ある学習環境や専門性の高い授業の実現等、児童生徒の学びの質の向上

を図るため、遠隔教育システムの導入促進に係る実証事業を行う。
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○ 教育用コンテンツ奨励事業 13百万円( 13百万円)

教育に利用される映像等の教育用コンテンツについて、教育上価値が高く、学

校教育及び社会教育に広く利用されることが適当と認められるものを選定し、広

く一般に普及・奨励を図る。

○ 新時代の学びにおける先端技術導入実証研究事業（後掲）

257百万円 ( 新 規 )

「公正に個別最適化された学び」の実現や、教師の指導の充実による教

育の質の向上に向け、これまで実施していた「次世代学校支援モデル構築

事業」の取組も活用しつつ、学校現場と企業等との協働により、学校教育

、において効果的に活用できる先端技術の導入について実証を行うとともに

その実証成果を全国へ普及・展開する。

○ 先端技術を活用した幼児教育分野の実証研究（後掲）

22百万円 ( 新 規 )

Society5.0時代の先端技術の活用を通じて、園内環境や幼児行動、教師の働き

かけ等を総合的・多角的に捕捉・可視化し、幼児の豊かな行動を引き出す環境の

構築や教師による適切な指導を支援するための取組を推進する。

○ デジタル教科書の効果・影響等に関する実証研究 16百万円( 14百万円)

学習者用デジタル教科書の制度化に伴い、その使用による教育上の効果・影響

を把握・検証するための実証研究を行う。

○ 小・中・高等学校を通じた英語教育強化事業等 627百万円( 737百万円)

（※前年度予算額には前年度で終了した小学校高学年教材整備分198百万円を含む）

小・中・高等学校を通じた英語教育の強化のための取組を総合的に実施する。

（１）新たな外国語教育に対応した条件整備事業

・小学校中学年用教材整備

・新学習指導要領への移行のための中学校補助教材整備等

（２）生徒の発信力強化のための英語指導力向上事業

・各都道府県の「英語教育改善プラン」に基づいた研修の改善・充実等のた

めの取組支援

・中・高等学校英語教師を対象としたオンライン・オフラインを融合した研

修の実証等

（３）小学校外国語教科化に対応した外部人材活用促進等のための講習の実施

等

○ スーパーグローバルハイスクール 424百万円( 843百万円)

グローバルな社会課題を発見・解決し、国際的に活躍できる人材の育成に取り

組む指定校の質の高いカリキュラム開発・実践を支援するとともに事業検証を実

施し、事業の成果の普及を図る。

・指定校数：67校

・事業検証の実施
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○ ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業

（後掲）113百万円( 新 規 )

これまでのスーパーグローバルハイスクール(ＳＧＨ)などの取組の実績を活用

し、高等学校等と国内外の大学、企業、国際機関等が協働し、海外連携校等とも

連携したテーマを通じた高校生国際会議の開催等、高校生へより高度な学びを提

供する仕組み アドバンスト・ラーニングネットワーク の形成により ＷＷＬ(ワ（ ） 、

ールド・ワイド・ラーニング)コンソーシアムにおける拠点校を目指す。(拠点校

数：10校程度)。

○ 地域との協働による高等学校教育改革推進事業（後掲）

251百万円( 新 規 )

新高等学校学習指導要領を踏まえ、Society5.0を地域から分厚く支える人材の

育成に向けた教育改革を推進するため 「経済財政運営と改革の基本方針2018」や、

「まち・ひと・しごと創生基本方針2018」に基づき、高等学校が自治体、高等教

育機関、産業界等と協働してコンソーシアムを構築し、地域課題の解決等の探究

的な学びを実現する取組を推進することで、地域振興の核としての高等学校の機

能強化を図る。 (50校程度)。
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小
・中
・高
等
学
校
を
通
じた
情
報
教
育
強
化
事
業

２
０
１
９
年
度
予
算
額
（
案
）
１
８
９
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

１
５
７
百
万
円
)

趣
旨

①
新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の
実
現
に
向
け
た
情
報
教
育
の
推
進
等
に
関

す
る
調
査
研
究

１
６
百
万
円
（
２
４
百
万
円
）

新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の
実
現
に
向
け
て
、推
進
校
に
お
け
る
実
践

研
究
を
通
じた
優
れ
た
事
例
及
び
モ
デ
ル
の
創
出
を
目
指
す

情
報
活
用
能
力
を育
む
教
科
等
横
断
的
で
体
系
的
な
カリ
キ
ュラ
ム
・マ
ネ
ジ
メン

ト事
例
（
GP
）
等
の
創
出

②
小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミン
グ
教
育
支
援
推
進
事
業 ６
９
百
万
円
（
７
０
百
万
円
）

児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
の
把
握
や
、学
校
に
お
け
る
IC
T活
用
に

よ
る
健
康
面
へ
の
影
響
に
関
す
る
調
査
研
究
、自
治
体
に
お
け
る
教
育

の
情
報
化
を
加
速
化
さ
せ
る
た
め
の
ア
ドバ
イ
ザ
ー
の
派
遣

①
教
育
の
情
報
化
の
推
進
等
に
関
す
る
調
査
研
究

②
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ドバ
イザ
ー
派
遣
事
業

③
新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
した
高
等
学
校
情
報
科
担
当
教
員
の
指
導
力

向
上

１
３
百
万
円
（
１
４
百
万
円
）

情
報
科
担
当
教
員
を
対
象
とし
た
都
道
府
県
等
の
研
修
で
も
活
用
で
き
る

教
員
研
修
用
教
材
の
作
成
・配
布

事
業
概
要
と趣
旨

新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、全
て
の
学
習
の
基
盤
とな
る
「情
報
活
用
能
力
」の
育
成
に
向
け
て
、次
の
取
組
に

よ
り情
報
教
育
の
強
化
・充
実
を
図
る
。

（
２
）
情
報
モ
ラ
ル
教
育
推
進
事
業

３
１
百
万
円
（
２
０
百
万
円
）

ス
マ
ー
トフ
ォン
や
SN
Sの
急
速
な
普
及
を
踏
ま
え
、情
報
モ
ラ
ル
教
育

の
指
導
資
料
の
改
善
・充
実
や
児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
・配

付
等
を
実
施

①
情
報
モ
ラル
教
育
の
推
進
に
係
る
指
導
資
料
の
改
善

②
児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
・配
布

③
情
報
モ
ラル
教
育
指
導
者
セ
ミナ
ー
の
開
催

（
３
）
Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
した
教
育
推
進
自
治
体
応
援
事
業

６
０
百
万
円
（
２
９
百
万
円
）

小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミン
グ
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
向
け
て
、指
導
事
例

の
創
出
・普
及
や
研
修
充
実
の
た
め
の
教
材
開
発
等
を
実
施

①
全
国
の
小
学
校
に
お
い
て
参
考
とな
る
、新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
を
踏
まえ

た
プ
ログ
ラミ
ング
教
育
の
指
導
事
例
（
GP
）
の
創
出
と普
及

②
各
小
学
校
の
校
内
研
修
に
お
い
て
活
用
で
き
る
教
員
研
修
用
教
材
（
映
像
教

材
や
eラ
ー
ニン
グ
教
材
）
を発
展
・充
実

③
地
域
の
研
修
リー
ダー
とな
る
教
員
等
を対
象
とし
た
セ
ミナ
ー
の
実
施

（
１
）
次
世
代
の
教
育
情
報
化
推
進
事
業

９
８
百
万
円
（
１
０
８
百
万
円
）
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次
世
代
の
教
育
情
報
化
推
進
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
９
８
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

１
０
８
百
万
円
)

趣
旨

○
新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の
実
現
に
向
け
た
情
報
教
育
の
推
進
等
に
関
す
る
調
査
研
究

新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
の
実
現
に
向
け
て
、推
進
校
に
お
け
る
実
践
研
究
を
通
じ
た
優
れ
た

事
例
及
び
モ
デ
ル
の
創
出
を
目
指
す

情
報
活
用
能
力
を育
む
教
科
等
横
断
的
で
体
系
的
な
カリ
キ
ュラ
ム
・マ
ネ
ジ
メン
ト事
例
（
GP
）

等
の
創
出

○
小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミン
グ
教
育
支
援
推
進
事
業

小
学
校
プ
ロ
グ
ラ
ミン
グ
教
育
の
円
滑
な
実
施
に
向
け
て
、指
導
事
例
の
創
出
・普

及
や
研
修
充
実
の
た
め
の
教
材
開
発
等
を
実
施

①
全
国
の
小
学
校
に
お
い
て
参
考
とな
る
、新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
を踏
ま
え
た
プ
ログ
ラミ
ン

グ
教
育
の
指
導
事
例
（
GP
）
の
創
出
と普
及

②
各
小
学
校
の
校
内
研
修
に
お
い
て
活
用
で
き
る
教
員
研
修
用
教
材
（
映
像
教
材
や
eラ
ー
ニ

ング
教
材
）
を発
展
・充
実

③
地
域
の
研
修
リー
ダー
とな
る
教
員
等
を対
象
とし
た
セ
ミナ
ー
の
実
施

○
新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
した
高
等
学
校
情
報
科
担
当
教
員
の
指
導
力
向
上

情
報
科
担
当
教
員
を
対
象
とし
た
都
道
府
県
等
の
研
修
で
も
活
用

で
き
る
教
員
研
修
用
教
材
の
作
成
・配
布

全
国
の
小
・
中
・
高
等
学
校
に
お
い
て
新
学
習
指
導
要
領
の
趣
旨
を
踏
ま
え
、
全
て
の
学
習
の
基
盤
と
な
る
「情
報

活
用
能
力
」
の
育
成
に
取
り
組
め
る
よ
う
、
優
れ
た
指
導
事
例
の
創
出
・普
及
や
教
員
研
修
用
教
材
の
開
発
等
の

支
援
策
を
講
じ
る
。

と
り
わ
け
、
新
た
に
必
修
化
さ
れ
た
小
学
校
に
お
け
る
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教
育
の
推
進
に
重
点
的
に
取
り
組
む
。

趣
旨

新
学
習
指
導
要
領

（
小
学
校
学
習
指
導
要
領
、
中
学
校
学
習
指
導
要

領
平
成

29
年

3月
31
日
公
示
、
高
等
学
校
学
習

指
導
要
領
平
成

30
年

3月
30
日
公
示
）

「
情
報
活
用
能
力
」
を
「
学
習
の
基
盤
と
な
る
資

質
・
能
力
」
と
位
置
付
け
、
「
教
科
横
断
的
な
視

点
か
ら
教
育
課
程
の
編
成
を
図
」
り
、
育
成
し

て
い
く

「
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
や
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
な

ど
の
情
報
手
段
を
適
切
に
活
用
し
た
学
習
活

動
の
充
実
を
図
る
」

小
学
校
に
お
い
て
は
、
「
児
童
が
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン

グ
を
体
験
し
な
が
ら
、
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
に
意
図
し

た
処
理
を
行
わ
せ
る
た
め
に
必
要
な
論
理
的

思
考
力
を
身
に
付
け
る
た
め
の
学
習
活
動
」
を

、
「
各
教
科
等
の
特
質
に
応
じ
て
」
、
「
計
画
的

に
実
施
す
る
」

高
等
学
校
情
報
科
に
つ
い
て
は
、
共
通
必
履

修
科
目
「
情
報
Ⅰ
」
を
新
設
し
、
全
て
の
生
徒

が
、
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
、
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
情
報
セ

キ
ュ
リ
テ
ィ
を
含
む
）
や
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
基
礎

等
に
つ
い
て
学
ぶ
よ
う
改
訂
・
充
実
す
る
。

発
展
的
な
内
容
の
「
情
報
Ⅱ
」
を
新
設
し
、
デ
ー

タ
サ
イ
エ
ン
ス
や
情
報
シ
ス
テ
ム
の
設
計
等
に

つ
い
て
取
り
扱
う

小
学
校

20
20
年
度
か
ら
全
面
実
施

中
学
校

20
21
年
度
か
ら
全
面
実
施

高
等
学
校

20
22
年
度
か
ら
学
年
進
行
で
実
施

未
来
投
資
戦
略

20
18
【
抜
粋
】

（
平
成

30
年

6月
15
日
閣
議
決
定
）

・
平
成

32
 年
度
か
ら
全
て
の
小
学
校
で
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
教

育
を
効
果
的
に
実
施
す
る
た
め
に
、
来
年
度
か
ら
教
員
が
教

材
や
指
導
方
法
等
に
習
熟
で
き
る
よ
う
、
未
来
の
学
び
コ
ン

ソ
ー
シ
ア
ム
の
活
動
等
に
よ
り
、
全
国
の
教
育
委
員
会
や
学

校
、
企
業
等
と
協
働
し
て
、
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
等
を
活
用
し
な

が
ら
教
材
開
発
や
教
員
研
修
の
質
の
向
上
を
実
現
す
る
。

・
AI

 活
用
の
た
め
の
基
礎
的
な
素
養
を
身
に
付
け
さ
せ
る
た

め
（
略
）
、
学
習
指
導
要
領
の
改
訂
を
全
国
の
学
校
現
場
で

着
実
に
実
現
す
る
。
こ
の
た
め
、

e 
ラ
ー
ニ
ン
グ
等
に
よ
る
効

果
的
な
教
員
の
研
修
や
教
材
の
充
実
、
外
部
人
材
の
活
用

等
に
取
り
組
む
。

「
未
来
の
学
び
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
と
連
携

・
創
出
さ
れ
た
指
導
事
例
等
を
全
国
の
小
学
校
へ
の
情
報
提
供
（
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
を
通
じ
て

発
信
）

デ
ー
タ
サ
イ
エ
ン
ス
、
プ
ロ
グ
ラ
ミ
ン
グ
、
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
な
ど
の

最
新
の
情
報
技
術
の
知
識
や
、
新
学
習
指
導
要
領
に
対
応
し
た
指
導

方
法
等
に
関
す
る
研
修
に
つ
い
て
、
各
都
道
府
県
教
育
委
員
会
等
の

計
画
的
な
実
施
を
支
援
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情
報
モ
ラ
ル
教
育
推
進
事
業

２
０

１
９

年
度

予
算

額
（

案
）

31
百

万
円

（
前

年
度

予
算

額
20

百
万

円
）

趣
旨

【子
供
た
ち
を
取
り巻
く状
況
】

携
帯
電
話
・ス
マ
ー
ト
フォ
ン
や
SN
Sが
子
供
た
ち
に
も
急
速
に
普
及
す
る
中
で
、児
童
生
徒
が
、自
他
の
権
利
を
尊
重
し情
報
社
会
で
の
行
動
に
責
任
を
持
つ
と

とも
に
、犯
罪
被
害
を
含
む
危
険
を
回
避
し、
情
報
を
正
しく
安
全
に
利
用
で
き
る
よ
うに
す
る
た
め
、学
校
お
け
る
情
報
モ
ラ
ル
教
育
は
極
め
て
重
要
で
あ
る
。

指
導
資
料
の
改
善
・充
実
や
児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
・配
布
等
に
よ
り、
学
校
段
階
、児
童
生
徒
の
発
達
段
階
等
に
応
じて
、情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
着

実
な
実
施
を
図
る
。

●
高

校
生

の
95

.9
％

、中
学

生
の

58
.1

％
、小

学
生

（
満

10
歳

以
上

）
の

29
.9

％
が

ス
マ

ー
トフ

ォン
を所

有
高

校
生

の
74

.2
％

、中
学

生
の

56
.7

％
、小

学
生

の
33

.4
％

が
イン

ター
ネ

ット
を

１
日

（
平

日
）

に
２

時
間

以
上

利
用

(内
閣

府
「平

成
29

年
度

青
少

年
の

イン
ター

ネ
ット

利
用

環
境

実
態

調
査

」）

●
SN

S等
で

被
害

に
あ

った
子

供
の

数
は

増
加

傾
向

が
継

続
し、

平
成

29
年

度
に

1,
81

3人
で

過
去

最
多

（
警

察
庁

「平
成

29
年

度
に

お
け

る
SN

S等
に

起
因

す
る

被
害

児
童

の
現

状
と対

策
に

つ
い

て
」）

●
若

年
層

が
不

正
アク

セ
ス

等
の

加
害

者
とな

る
事

案
も

発
生

【学
習
指
導
要
領
の
改
訂
】

●
新

学
習

指
導

要
領

に
お

い
て

も
従

前
に

引
き続

き情
報

モラ
ル

の
育

成
を重

視

●
学

習
指

導
要

領
解

説
に

お
い

て
は

、イ
ンタ

ー
ネ

ット
利

用
に

伴
う犯

罪
被

害
の

防
止

の
必

要
性

や
、児

童
生

徒
の

発
達

の
段

階
に

応
じて

情
報

や
情

報
技

術
の

特
性

に
つ

い
て

の
理

解
に

基
づ

く情
報

モラ
ル

を身
に

付
け

させ
る

こと
を強

調

１
．
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
推
進
に
係
る
指
導
資
料
の
改
善

〈委
託

〉1
4百
万
円

平
成
27
年
度
に
作
成
し
た
指
導
資
料
（
動
画
教
材
を
含
む
。）
に
つ

い
て
、イ
ン
タ
ー
ネ
ット
や
ス
マ
ー
ト
フォ
ン
利
用
者
の
低
年
齢
化
、最
新

の
トラ
ブ
ル
や
被
害
の
状
況
等
を
踏
ま
え
て
、内
容
の
改
善
・充
実
を
図

る
。

主
な
改
善
点

• 
低

年
齢

層
(小

１
～

４
年

生
)に

対
応

した
指

導
資

料
や

動
画

教
材

を
作

成
• 

実
践

校
の

調
査

研
究

を
も

とに
モ

デ
ル

指
導

案
等

を
作

成
• 

ネ
ット

依
存

・ネ
ット

被
害

や
SN

S等
に

お
け

る
トラ

ブ
ル

に
係

る
内

容
の

充
実

、
その

他
最

新
の

状
況

・動
向

の
反

映

２
．
児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
の
作
成
・配
布

〈委
託

〉1
4百
万
円

携
帯
電
話
・ス
マ
ー
トフ
ォン
や
SN
Sを
適
切
に
利
用
で
き
る
よ
うに
す
る
た
め
、

児
童
生
徒
向
け
啓
発
資
料
を
作
成
・配
布
す
る
。

３
．
情
報
モ
ラ
ル
教
育
指
導
者
セ
ミナ
ー
の
開
催

〈委
託

〉3
百
万
円

学
校
に
お
け
る
今
日
的
課
題
を
踏
ま
え
た
情
報
モ
ラ
ル
教
育
の
取
組
の
推
進
に
資
す
る
た
め
、

教
員
等
を
対
象
とし
た
実
践
等
を
含
め
た
セ
ミナ
ー
を
実
施
す
る
。

【S
N
S等
に
起
因
す
る
犯
罪
被
害
の
防
止
】

●
座

間
市

に
お

け
る

事
件

をふ
まえ

、学
校

教
育

で
は

「情
報

モラ
ル

教
育

に
関

す
る

教
師

用
指

導
資

料
を

改
訂

し配
布

す
る

とと
も

に
、児

童
生

徒
向

け
啓

発
資

料
を

作
成

す
る

な
ど、

学
校

に
お

け
る

情
報

モラ
ル

教
育

の
充

実
を図

る
。」

（
「座

間
市

に
お

け
る

事
件

の
再

発
防

止
策

に
つ

い
て

」
平

成
29

年
12

月
19

日

座
間

市
に

お
け

る
事

件
の

再
発

防
止

に
関

す
る

関
係

閣
僚

会
議

【抜
粋

】）
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２
．
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ドバ
イ
ザ
ー
派
遣
事
業
（
委
託
事
業
：
平
成
27
年
度
よ
り実
施
）

【
３
０
地
域
へ
派
遣
】

※
H
2
7：
31
地
域
、
H
28
：
46
地
域
、
H
29
：4
8
地
域
、
H
30
：3
3
地
域

Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
の
整
備
を
図
ろ
うと
す
る
自
治
体
の
ニー
ズ
に
応
じて

「Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
ア
ドバ
イザ
ー
」を
派
遣

ＩＣ
Ｔ
を
活
用
し
た
教
育
の
推
進
計
画
や
ＩＣ
Ｔ
環
境
整
備
計
画
の
策
定
等
に
つ
い
て

の
留
意
事
項
等
の
助
言
を
実
施
。

IC
Tを
活
用
した
教
育
推
進
自
治
体
応
援
事
業

２
０
１
９
年
度
予
算
額
（
案
）
６
０
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

２
９
百
万
円
）

背
景

課
題

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
した
教
育
の
取
組
に
地
域
間
で
差
異

が
生
じて
い
る
た
め
、自
治
体
の
状
況
に
応
じた
支
援
を

行
うこ
とが
重
要
。

背
景

目
的

児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
の
向
上
、学
校
Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
整
備
の
促
進
等
を
目
指
す

１
．
情
報
活
用
能
力
調
査
や
授
業
に
お
け
る
Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
の
健
康
面
へ
の
影
響
に
関
す
る
調
査
を実
施
し、

その
成
果
を全
国
の
教
育
関
係
者
に
普
及
す
る
こと
に
より
、自
治
体
に
お
け
る
教
育
の
情
報
化
の
推
進
を支
援

２
．
「Ｉ
Ｃ
Ｔ
活
用
教
育
アド
バ
イザ
ー
」の
派
遣
に
より
、Ｉ
Ｃ
Ｔ
環
境
の
整
備
・充
実
等
を図
る
取
組
を支
援

事
例
を
集
約
し
、
教
育
委
員
会
担
当
者
の
参
考
と
な
る
実
践
的
な
マ
ニ
ュ
ア
ル
を

作
成
し
、
全
国
の
自
治
体
へ
配
布
。

ＩＣ
Ｔ
環
境
整
備
計
画
の
策
定
等
、
自
治
体
に
お
け
る
教
育
の
情
報
化
の
推
進
の

契
機
と
な
る
。

1．
教
育
の
情
報
化
の
推
進
等
に
関
す
る
調
査
研
究

児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
の
把
握
に
関
す
る
調
査
研
究

児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
（
情
報
及
び
情
報
活
用
技
術
を
適
切
か
つ

効
果
的
に
活
用
し
、
問
題
解
決
等
を
行
う
た
め
に
必
要
な
力
）
を
客
観
的
に

測
定
し
、
我
が
国
に
お
け
る
情
報
活
用
能
力
の
現
状
を
把
握
す
る
た
め
の

調
査
研
究
を
実
施
。

IC
T
活
用
に
よ
る
健
康
面
へ
の
影
響
に
関
す
る
調
査
研
究

学
校
に
お
け
る
タ
ブ
レ
ッ
ト

PC
等
の
情
報
機
器
の
使
用
に
よ
る
、
児
童
生

徒
の
健
康
面
へ
の
影
響
及
び
そ
の
対
応
策
に
関
す
る
調
査
研
究
を
実
施
。

○
第
３
期
教
育
振
興
基
本
計
画
（
2
0
1
8
年
度
～
2
0
22
年
度
）

５
．
教
育
政
策
推
進
の
た
め
の
基
盤
を
整
備
す
る

目
標
（
１
７
）
IC
T
利
活
用
の
た
め
の
基
盤
の
整
備

初
等
中
等
教
育
段
階
に
つ
い
て
、
①
必
要
な
情
報
を
収
集
・
判
断
・
表
現
・
処
理
・
創
造
し
、
受
け
手
の
状

況
な
ど
を
踏
ま
え
て
発
信
・
伝
達
で
き
る
能
力
（
情
報
活
用
能
力
）
の
育
成
お
よ
び
こ
れ
を
支
え
る
IC
T
の
基

本
的
な
操
作
ス
キ
ル
の
習
得
（
中
略
）
に
取
り
組
む
。

（
参
考
指
標
）
・
児
童
生
徒
の
情
報
活
用
能
力
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学
校
IC
T環
境
整
備
促
進
実
証
研
究
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
１
８
２
百
万
円

（
前
年
度
予
算
額

３
６
３
百
万
円
）

趣
旨
事
業

概
要

教
員
の
長
時
間
勤
務
が
喫
緊
の
課
題
とな
って
い
る
中
で
、
「統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
」の
効
率
的
な
導
入
を
促
進
す
る
こと
に
よ
り、
全
国
の
学
校
に

お
け
る
校
務
の
情
報
化
を
通
じた
教
員
の
長
時
間
勤
務
の
改
善
に
資
す
る
。

・
「統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
」と
は
、教
務
系
（
成
績
処
理
、出
欠
管
理
、時
数
管
理
等
）
、保
健
系
（
健
康
診
断
票
、保
健
室
来
室
管
理
等
）
、学
籍
系
（
指
導
要
録
等
）
、学
校
事
務
系
な
どを

統
合
した
機
能
を
有
して
い
る
シ
ス
テ
ム
の
こと
を
い
う。

・
「統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
」導
入
に
よ
る
勤
務
時
間
減
効
果
：
大
阪
市
（
26
年
度
）
22
4時
間
/年
（
クラ
ス
担
任
）
，
北
海
道
（
27
年
度
）
：
11
7時
間
/年

ま
た
、多
様
性
の
あ
る
学
習
や
専
門
性
の
高
い
授
業
の
実
現
等
、質
の
高
い
学
習
（
※
）
の
実
現
に
資
す
る
た
め
、遠
隔
教
育
シ
ス
テ
ム
の
活
用
を
促
進
す
る
。

※
Ａ
Ｌ
Ｔ
を
活
用
した
外
国
語
指
導
、特
別
な
配
慮
を
必
要
とす
る
児
童
生
徒
へ
の
き
め
細
や
か
な
指
導
の
充
実
な
ど

教
員
の
業
務
負
担
軽
減
及
び
それ
を通
じた
教
育
の
質
の
向
上
を
図
る
観
点
か
ら、
学
校
に
お
け
る
校
務
の
情
報
化
を

効
率
的
に
進
め
る
た
め
、都
道
府
県
単
位
で
の
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
共
同
調
達
・運
用
の
促
進
に
係
る
実
証

事
業
を
行
う。

１
．
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
導
入
実
証
研
究
事
業

〈委
託
〉1
35
百
万
円

２
．
遠
隔
教
育
シ
ス
テ
ム
導
入
実
証
研
究
事
業

〈委
託
〉4
7百
万
円

多
様
性
あ
る
学
習
環
境
や
専
門
性
の
高
い
授
業
の
実
現
等
、児
童
生
徒
の
学
び
の
質
の
向
上
を図
る
た
め
、遠
隔
教
育

シ
ス
テ
ム
の
導
入
促
進
に
係
る
実
証
事
業
を
行
う。

複
数
の
市
区
町
村
が
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
を
共
同
利
用

＜
中
央
教
育
審
議
会
特
別
部
会
中
間
ま
とめ
＞

【H
29
.1
2.
22
】

統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
導
入
に
よ
り、
（
略
）
業
務
の
電
子
化
に

よ
る
効
率
化
な
どを
図
る
（
略
）
こと
が
必
要
で
あ
る
。そ
の
際
、都
道
府
県
と

域
内
の
市
区
町
村
との
連
携
に
よ
り、
都
道
府
県
単
位
で
の
統
合
型
校
務

支
援
シ
ス
テ
ム
の
共
同
調
達
・運
用
に
向
け
た
取
組
を
進
め
る
こと
が
重
要
で

あ
る
。

＜
第
３
期
教
育
振
興
基
本
計
画
答
申
＞

【H
30
.3
.8
】

○
校
務
の
IC
T化
に
よ
る
教
職
員
の
業
務
負
担
軽
減
及
び
教
育
の
質
の
向
上

・教
職
員
の
業
務
負
担
軽
減
に
効
果
的
な
統
合
型
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
整
備

を
図
る
た
め
、調
達
コス
ト及
び
運
用
コス
ト抑
制
に
向
け
、都
道
府
県
単
位
で
の

共
同
調
達
・運
用
を
促
進
す
る
。

＜
規
制
改
革
実
施
計
画
＞

【H
29
.6
.9
】

遠
隔
教
育
は
現
行
制
度
に
お
い
て
も
実
施
可
能
で
あ
る
が
、

教
育
の
一
層
の
質
の
向
上
の
観
点
か
ら、
そ
の
本
格
的
推
進
に

つ
い
て
、幅
広
い
視
点
か
ら施
策
方
針
の
取
りま
とめ
を
行
い
、

学
校
関
係
者
等
へ
の
周
知
その
他
必
要
な
方
策
を
講
ず
る
。

遠
隔
授
業
シ
ス
テ
ム
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審
査
体
制
等

審
査
対
象

申
請
作
品
の
対
象
別
、教
科
別
の
分
類

選
定
され
た
作
品
に
つ
い
て

審
査
件
数
等
に
つ
い
て

（
件
数
）

申
請
作
品
に
つ
い
て
は
、有
識
者
に
よ
る
審
査
会
が
、教
育
映
像
等
審
査
規
程
に
定
め
る
審
査
基
準
に
照
らし
て
審
査
実
施
し、
教
育
上
価
値
が
高
い

と認
め
られ
た
作
品
を
「文
部
科
学
省
選
定
」又
は
「文
部
科
学
省
特
別
選
定
」（
特
に
優
れ
た
も
の
）
とし
て
選
定
。最
終
的
に
は
、文
部
科
学
大
臣
が

選
定
の
可
否
を
決
定
。

審
査
体
制

教
育
用
コン
テ
ン
ツ
奨
励
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）

１
３
百
万
円

(前
年
度
予
算
額

１
３
百
万
円
)

平
成
２
６
年
度

平
成
２
７
年
度

平
成
２
８
年
度

平
成
２
９
年
度

審
査
数

選
定
数

特
選
数

審
査
数

選
定
数

特
選
数

審
査
数

選
定
数

特
選
数

審
査
数

選
定
数

特
選
数

1
6
1

8
8

9
1
2
9

8
1

1
1

1
2
2

7
9

1
2

1
1
6

6
8

1
7

事
業
内
容

教
育
に
利
用
され
る
映
像
等
の
教
育
用
コン
テ
ンツ
及
び
教
育
用
デ
ジ
タル
コン
テ
ンツ
に
つ
い
て
、教
育
上
価
値
が
高
く、
学

校
教
育
及
び
社
会
教
育
に
広
く利
用
され
る
こと
が
適
当
と認
め
られ
る
も
の
を選
定
し、
広
く一
般
に
普
及
・奨
励
を
図
る
。

審
査
対
象
は
映
画
、Ｄ
Ｖ
Ｄ
等
の
映
像
教
材
、紙
芝
居
及
び
教
育
デ
ジ
タル
コン
テ
ン
ツ。

学
校
教
育
教
材
・・
・幼
稚
園
、小
学
校
（
低
、中
、高
学
年
）
、中
学
校
、高
等
学
校
向
き

社
会
教
育
教
材
・・
・幼
児
、少
年
、青
年
、成
人
向
き

一
般
劇
映
画
等
・・
・幼
児
、少
年
、青
年
、成
人
向
き
、家
庭
向
き

「
文
部
科
学
省
選
定
」
又
は
「文
部
科
学
省
特
別
選
定
」と
な
っ
た
作
品
に
つ
い
て
は
、
毎
月
そ
の
題
名
・内
容
等
を
ま
と
め
た
「選
定
一
覧
」
を
文
部

科
学
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
。
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
な
ど
に
選
定
さ
れ
た
旨
の
掲
載
を
許
可
。

申
請

審
査
会
（
有
識
者
）

大
臣
の
決
定

選
定
又
は

特
別
選
定

審
査
の
流
れ
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・学
習
者
用
デ
ジ
タル
教
科
書
の
使
用
に
よ
る
教
育
上
の
効
果
・影
響
等
に
つ
い
て
、平
成
30
年
度
に
策
定
の
「学
習
者
用
デ
ジ
タ

ル
教
科
書
の
効
果
的
な
活
用
の
在
り方
等
に
関
す
る
ガ
イド
ライ
ン」
を
踏
ま
え
つ
つ
、実
証
研
究
を
行
う。

・実
証
研
究
に
お
い
て
は
、教
科
や
学
校
種
等
の
違
い
を
考
慮
す
る
とと
も
に
、中
長
期
的
な
効
果
・影
響
等
に
つ
い
て
調
査
・分
析

を
行
う。

デ
ジ
タ
ル
教
科
書
の
効
果
・影
響
等
に
関
す
る
実
証
研
究

背
景

課
題

・平
成
31
年
度
か
ら、
必
要
に
応
じ、
学
習
者
用
デ
ジ
タル
教
科

書
を
紙
の
教
科
書
に
代
え
て
使
用
す
る
こと
が
で
き
る
こと
とな
る

が
、学
習
者
用
デ
ジ
タル
教
科
書
の
使
用
が
プ
ラ
ス
とマ
イ
ナ
ス

の
両
面
の
効
果
・影
響
を
持
ち
得
る
こと
な
どか
ら、
段
階
的
に

その
導
入
を
進
め
る
。

・今
後
、学
習
者
用
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
の
使
用
に
よ
る
教
育
上

の
効
果
・影
響
等
を
把
握
・検
証
し、
そ
の
成
果
等
を
踏
ま
え
な

が
ら、
学
習
者
用
デ
ジ
タ
ル
教
科
書
の
在
り方
に
つ
い
て
検
討

して
い
くこ
とが
必
要
。

背
景

・学
習
者
用
デ
ジ
タル
教
科
書
の
効
果
的
な
活
用
の
在
り方
等
に
関

す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
改
善
に
向
け
た
検
討
や
、学
習
者
用
デ
ジ
タ

ル
教
科
書
の
在
り方
の
検
討
に
資
す
る
。

・「
主
体
的
・対
話
的
で
深
い
学
び
」の
視
点
か
ら
の
授
業
改
善
や

障
害
等
に
よ
り教
科
書
を
使
用
し
て
学
習
す
る
こ
とが
困
難
な
児

童
生
徒
の
学
習
上
の
支
援
に
資
す
る
よ
うな
学
習
者
用
デ
ジ
タル

教
科
書
の
活
用
の
普
及
。

目
的

事
業
内
容

①
学
力

②
学
習
態
度

③
教
師
・児
童
生
徒
の
意
識

④
健
康
面
の
影
響

等

主
な
研
究
内
容

実
施
体
制

文 部 科 学 省
委
託

実
証
方
法
の
策
定
・分
析
・評
価
、

実
証
校
へ
の
研
究
者
派
遣
等

実
証
研
究
委
員
会

測
定
指
標
等
検
討
委
員
会

研
究
者
と連
携
して
実
証
研
究
を
実
施

実
証
研
究
校

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
15
,5
45
千
円

(前
年
度
予
算
額
14
,0
77
千
円
)

有
識
者
会
議
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小
・中
・高
等
学
校
を
通
じた
英
語
教
育
強
化
事
業

20
19
年
度
予
算
額
（
案
）
62
7百
万
円

(前
年
度
予
算
額

73
7百
万
円
）

(※
前
年
度
予
算
額
に
は
前
年
度
で
終
了
した
小
学
校
高
学
年
教
材
整
備
分
19
8百
万
円
を含
む
）

背
景

課
題

「教
育
再
生
実
行
会
議
第
三
次
提
言
」（
平
成
25
年
5月
28
日
）
、文
部
科
学
省
が
提
言
した
「グ
ロー
バ
ル
化
に
対
応
した
英
語
教
育
改
革
実
行
計
画
」（
平
成
25
年
12
月
）
等
を
踏
ま
え
実

施
して
き
た
本
事
業
に
つ
い
て
、平
成
29
年
3月
及
び
平
成
30
年
３
月
に
公
示
され
た
新
学
習
指
導
要
領
、「
第
３
期
教
育
振
興
基
本
計
画
」（
平
成
30
年
６
月
15
日
）
等
を
踏
ま
え
、I
CT
の
効

果
的
な
活
用
や
多
様
な
人
材
の
活
用
等
を
図
りな
が
ら、
外
国
語
教
育
の
更
な
る強
化
を図
る
。

事
業
概
要
と背
景

○
新
た
な
外
国
語
教
育
に
対
応
した
条
件
整
備
事
業

○
小
学
校
外
国
語
教
科
化
に
対
応
した
外
部
人

材
活
用
促
進
等
の
た
め
の
講
習
の
実
施

10
1百
万
円
（
70
百
万
円
）

○
民
間
機
関
を
活
用
した
小
学
校
英
語
の
効
果

的
な
指
導
法
等
の
開
発
及
び
成
果
普
及
事
業

27
百
万
円
（
30
百
万
円
）

○
生
徒
の
発
信
力
強
化
の
た
め
の
英
語
指
導
力
向
上
事
業

○
中
学
校
・高
等
学
校
に
お
け
る
英
語
教

育
の
抜
本
的
改
善
の
た
め
の
指
導
方
法

等
に
関
す
る
実
証
研
究 32
百
万
円
（
35
百
万
円
）

先
進
的
な
指
導
・
評
価
方
法
、

IC
T教
材
、

AL
Tの
活
用
等
、
授
業
実
践
を
通
じ
た
エ
ビ
デ

ン
ス
ベ
ー
ス
の
実
証
研
究
を
実
施
し
、
指
導
改

善
に
活
用
す
る
。
【
委
託
先
：
国
立
大
学
法
人
】

○
グ
ロ
ー
バ
ル
化
に
対
応
した
外
国
語

教
育
推
進
事
業

7百
万
円
(8
百
万
円
）

英
語
以
外
の
外
国
語
に
つ
い
て
、
新
学
習
指

導
要
領
に
基
づ
い
た
カ
リ
キ
ュ
ラ
ム
や
教
材
の

開
発
等
を
実
施
。
（
英
語
以
外
の
外
国
語
：中

、
韓
・
朝
、
仏
、
独
、
西
、
露
等
）

【
委
託
先
：
都
道
府
県
・
指
定
都
市
教
育
委
員
会
、
国

立
大
学
法
人
、
学
校
法
人
】

民
間
機
関
や
外
部
人
材
の
活
用

に
よ
る
英
語
教
育
強
化

教
師
の
指
導
力
向
上
や
条
件
整

備
に
よ
る
英
語
教
育
強
化

特
別
免
許
状
等
を
利
用
し
た
外
部
人
材
の
活
用
促
進
の

た
め
、
外
部
人
材
に
よ
る
質
の
高
い
指
導
が
可
能
と
な
る

講
習
の
実
施
を
大
学
等
に
委
託
。
小
学
校
教
員
の
中
学

校
英
語
免
許
状
取
得
を
促
進
。

【
委
託
先
：
教
育
委
員
会
・
大
学
等
】

新
学
習
指
導
要
領
へ
の
円
滑
な
実
施
に
向
け
て
、
民

間
機
関
を
活
用
し
、
国
が
作
成
し
た
新
教
材
及
び

IC
T

教
材
を
使
用
し
た
効
果
的
な
指
導
法
等
の
開
発
を
行

い
、
そ
の
成
果
を
全
国
に
普
及
す
る
。

【
委
託
先
：
民
間
機
関
】

先
進
的
な
取
組
支
援
・
成
果

普
及
に
よ
る
英
語
教
育
強
化

【
小
学
校
教
材
整
備
】

11
1百
万
円

(1
10

 百
万
円
）

・
小
学
校
３
・
４
年
生
で
使
用
す
る
教
材
の
整
備
を
引
き
続
き
実
施
。

【
中
学
校
補
助
教
材
整
備
】

18
1百
万
円
（
新
規
）

・
新
学
習
指
導
要
領
へ
の
移
行
期
間
中
に
指
導
内
容
が
追
加
さ
れ
る
中
学
校

英
語
に
つ
い
て
、
教
科
書
に
準
拠
し
た
補
助
教
材
を
作
成
し
、
生
徒
に
配
布
す
る
。

（
20

19
年
度
中
に
配
布
予
定
）

※
そ
の
他
、
小
・
中
・高
等
学
校
の
指
導
法
等
の
映
像
資
料
の
作
成
及
び
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
を
設
置
。

【
オ
ン
ラ
イ
ン
・
オ
フ
ラ
イ
ン
研
修
実
証
事
業
】

30
百
万
円
（
新
規
）

・
中
・
高
等
学
校
の
生
徒
の
英
語
の
発
信
力
向
上
の

た
め
、
民
間
機
関
に
委
託
し
英
語
科
教
師
対
象
の
オ

ン
ラ
イ
ン
研
修
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
作
成
。

・
特
定
の
地
域
、
学
校
等
に
お
い
て
オ
ン
ラ
イ
ン
と
オ

フ
ラ
イ
ン
を
融
合
し
た
研
修
に
よ
る
英
語
指
導
力
向
上

効
果
を
検
証
。
全
国
へ
普
及
を
図
る
。

20
20
年
度

20
21
年
度

20
22
年
度

・
新
学
習
指
導
要
領
：小
学
校
全
面
実
施

・
大
学
入
試
で
外
部
検
定
試
験
活
用
開
始

新
学
習
指
導
要
領
：
中
学
校

全
面
実
施

新
学
習
指
導
要
領
：
高
等
学
校

学
年
進
行
で
実
施

【
英
語
教
育
改
善
プ
ラ
ン
】
推
進
事
業

（
委
託
先
：
都
道
府
県
・
指
定
都
市
教
育
委
員
会
）

12
4百
万
円
（
12

3百
万
円
）

・
各
都
道
府
県
・
指
定
都
市
に
お
け
る
英

語
教
育
推
進
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る
研
修
実

施
、
「
英
語
教
育
改
善
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
い

た
研
修
の
改
善
・
充
実
、
研
修
協
力
校
に

お
け
る
取
組
等
を
支
援
。

・
免
許
法
認
定
講
習
等
実
施

・
当
該
講
座
を
外
部
人
材

も
受
講
可
能
と
す
る
。

・
遠
隔
教
育
シ
ス
テ
ム
導
入
実
証
研
究
事
業
：
多
様
性
の
あ
る
学
習
環
境
や
英
語
教
育
等
に
お
け
る
専
門
性
の
高
い

授
業
の
実
現
に
向
け
た
遠
隔
教
育
シ
ス
テ
ム
の
導
入
・
活
用
を
促
進

・
教
職
員
定
数
の
改
善

：
小
学
校
英
語
教
育
の
早
期
化
・
教
科
化
に
伴
う
専
科
指
導
に
必
要
な

教
員
充
実

関
連
事
業

外
国
語
教
育
改
革
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
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ス
ー
パ
ー
グ
ロ
ー
バ
ル
ハ
イ
ス
ク
ー
ル

20
19

年
度

予
算

額
（

案
）

：
42

4百
万

円
（

前
年

度
予

算
額

：
84

3百
万

円
）

背
景

目
的

事
業
概
要

グ
ロ
ー
バ
ル
な
社
会
課
題
を
発
見
・解
決
し、
様
々
な
国
際
舞
台
で
活
躍
で
き
る
人
材
（
国
際
機
関
職
員
、社
会
起
業
家
、グ
ロ
ー
バ
ル
企
業
の
経
営
者
、政
治
家
、研
究
者
等
）
の
輩
出

急
速

に
グ

ロ
ー

バ
ル

化
が

加
速

す
る

現
状

を
踏

ま
え

、社
会

課
題

に
対

す
る

関
心

と深
い

教
養

、コ
ミュ

ニケ
ー

シ
ョン

能
力

、問
題

解
決

力
等

の
国

際
的

素
養

を
身

に
付

け
、将

来
、

国
際

的
に

活
躍

で
き

る
グ

ロー
バ

ル
・リ

ー
ダー

を高
等

学
校

段
階

か
ら育

成
す

る
。

実
施
体
制

国
際

化
を進

め
る

国
内

の
大

学
の

ほ
か

、企
業

、国
際

機
関

等
と連

携
して

、グ
ロー

バ
ル

な
社

会
課

題
を

発
見

・解
決

し、
様

々
な

国
際

舞
台

で
活

躍
で

きる
人

材
の

育
成

に
取

り組
む

高
等

学
校

等
を

「ス
ー

パ
ー

グ
ロー

バ
ル

ハ
イス

クー
ル

」に
指

定
し、

質
の

高
い

カリ
キ

ュラ
ム

を開
発

・実
践

す
る

。
委

託
事

業
：

委
託

先
（

都
道

府
県

市
教

育
委

員
会

、国
立

大
学

法
人

、学
校

法
人

）
対

象
学

校
：

国
公

私
立

高
等

学
校

及
び

中
高

一
貫

教
育

校
（

中
等

教
育

学
校

、併
設

型
及

び
連

携
型

中
学

校
・高

等
学

校
）

指
定

期
間

：
原

則
５

年
間

指
定

校
数

：
継

続
校

67
校

（
20

15
年

度
指

定
56

校
、2

01
6年

度
指

定
11

校
：

国
8校

・公
39

校
・私

20
校

）

文 部 科 学 省

委 託
管 理 機 関 （ 教 育 委 員 会 等 ）

・学
校

の
指

定
（

5 年 間
）

・指
導

・助
言

・評
価

・支
援

連
携 探

究
学

習
の

指
導

方
法

ア
クテ

ィブ
ラー

ニン
グ

国
際

理
解

教
育

海
外

研
修

ノウ
ハ

ウ
海

外
姉

妹
校

締
結

ノウ
ハ

ウ
等

他
の
高
等
学
校
や

小
・中
高
校
へ
成
果
を
普
及

人
材

や
プ

ログ
ラム

の
提

供

取
組

英
語

等
に

よ
る

デ
ィス

カッ
シ

ョン
、ﾌ

ﾟﾚ
ｾﾞ

ﾝﾃ
ｰｼ

ｮﾝ
、論

文
作

成
、探

究
型

学
習

、成
果

発
表

会
等

の
実

施
企

業
や

海
外

の
高

校
・大

学
等

と連
携

した
国

内
外

研
修

英
語

等
で

指
導

す
る

帰
国

・外
国

人
教

員
等

の
派

遣
や

、外
国

人
留

学
生

に
よる

英
語

等
に

よる
サ

ポ
ー

ト

成
果

出
所

：
SG

H事
業

検
証

に
関

す
る

有
識

者
会

議
中

間
まと

め
（

20
18

年
7月

25
日

）
より

＊
学

校
法

人
産

業
能

率
大

学
（

東
京

都
世

田
谷

区
）

に
よ

る
「第

7回
新

入
社

員
の

グ
ロー

バ
ル

意
識

調
査

」h
tt

p:
//

w
w

w
.s

an
no

.a
c.

jp
/r

es
ea

rc
h/

gl
ob

al
20

17
.h

tm
l

①
減

少
傾

向
に

あ
った

「課
題

研
究

に
関

す
る

国
外

研
修

参
加

者
数

」は
、S

GH
が

開
始

され
た

20
14

年
度

か
ら着

実
に

増
加

して
い

る
。

②
「S

GH
受

講
生

の
卒

業
時

の
CE

FR
 B

1～
B2

レ
ベ

ル
」（

英
検

2級
~

準
1級

程
度

）
は

、S
GH

開
始

時
か

ら1
3ポ

イン
ト向

上
し、

非
受

講
生

との
差

異
は

、1
1ポ

イン
トか

ら2
4ポ

イン
トへ

と２
倍

以
上

に
拡

大
して

い
る

。
③

「将
来

留
学

や
国

際
キ

ャリ
ア

を
め

ざ
す

生
徒

の
比

率
」に

つ
い

て
、S

GH
受

講
生

は
６

割
に

達
す

る
（

「日
本

企
業

の
新

入
社

員
の

海
外

赴
任

希
望

者
の

4割
＊
（

20
17

）
」を

反
転

す
る

高
比

率
）

の
に

対
し、

非
受

講
生

は
、４

割
弱

で
あ

りグ
ロー

バ
ル

化
に

逆
行

した
漸

減
傾

向
が

み
られ

る
。

29
30

25
23

22
25

36
34

41

49

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

非
受
講
生

受
講
生

35
24

30

51

70
77

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

27
34

38
38

37
36

58
56

58
60

H2
4

H2
5

H2
6

H2
7

H2
8

H2
9

非
受
講
生

受
講
生

①
課

題
研

究
に

関
す

る
国

外
研

修
参

加
平

均
人

数
②

卒
業

時
生

徒
の

CE
FR

 B
1～

B2
レ

ベ
ル

比
率

（
％

）
③

将
来

留
学

・国
際

キ
ャリ

アを
め

ざ
す

比
率

（
％

）

・国
内

外
の

大
学

・企
業

・国
際

機
関

（
O

EC
D,

 
UN

ES
CO

等
）

・非
営

利
団

体
等

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17
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４．道徳教育の充実

(前 年 度 予 算 額 3,524百万円）
2019年度予算額（案） 4,207百万円

１．要 旨

2015年３月に、道徳教育に係る学習指導要領等の一部改正を行い、これまでの

小・中学校における道徳の時間を教育課程上、「特別の教科 道徳」（以下「道徳

科」という。）と新たに位置付けるとともに、いじめの問題への対応の充実や発

達の段階をより一層踏まえた体系的なものとする観点からの内容の改善、問題解

決的な学習を取り入れるなどの指導方法の工夫を図ることなどを示した。また、

高等学校の道徳教育においても、2018年３月に公示した高等学校学習指導要領に

おいて充実を図った。

本改正は、道徳教育について「考える道徳」、「議論する道徳」へと質的に転換

を図るものであり、これらを踏まえた道徳の指導が着実に実施されるよう、改正

学習指導要領の趣旨を生かした効果的な指導や評価、推進体制を構築するため研

究協議会の開催等を通じた教員の指導力向上を図る。さらに、「親子道徳の日」

といった学校・家庭・地域の連携による道徳教育の取組の支援等を行う。

２．内 容

○ 道徳教育の抜本的改善・充実等 4,207百万円(3,524百万円)

（１）道徳教育の抜本的改善・充実に係る支援

小・中学校における道徳科及び高等学校における道徳教育の効果的な指導方

法や、道徳科の評価及び推進体制等に係る指導主事・教員等の研究協議会を開

催するとともに、地域教材等の活用による地域の特色を生かした道徳教育の実

践・普及、「親子道徳の日」といった家庭・地域との連携を強化する取組など

を支援する。

（２）道徳教育アーカイブの整備

道徳科の趣旨やねらいを踏まえた効果的な指導方法や評価方法について、現

在、各学校等で取り組まれている好事例や優れた教材を収集・集約・発信する

ための機能を有した「道徳教育アーカイブ」の充実を図る。

（３）道徳科の教科書の無償給与

小学校及び中学校の道徳科の教科書を無償給与する。
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道
徳
教
育
の
抜
本
的
改
善
・充
実

20
19
年
度
予
算
額
(案
)
4,
20
7百
万
円

(前
年
度
予
算
額

3,
52
4百
万
円
)

背
景背
景

１
．
道
徳
教
育
の
抜
本
的
改
善
・
充
実
に
係
る
支
援

①
特
色
あ
る
道
徳
教
育
の
取
組
の
支
援

小
・
中
学
校
に
お
け
る
「
特
別
の
教
科

道
徳
」

（
道
徳
科
）
及
び
高
等
学
校
に
お
け
る
道
徳
教
育
の

効
果
的
な
指
導
方
法
や
、
道
徳
科
の
評
価
及
び
推
進

体
制
等
に
係
る
指
導
主
事
・
教
員
等
の
研
究
協
議
会

を
開
催
す
る
と
と
も
に
、
地
域
教
材
等
の
活
用
に
よ

る
地
域
の
特
色
を
生
か
し
た
道
徳
教
育
の
実
践
・
普

及
､
｢
親
子
道
徳
の
日
｣
と
い
っ
た
家
庭
･
地
域
と
の
連

携
を
強
化
す
る
取
組
な
ど
を
支
援
す
る
。

2
0
1
8
年
度
か
ら
使
用
す
る
小
学
校
及
び
2
0
1
9
年
度
か
ら
使
用
す
る
中
学
校
の
道
徳
科
の
教
科
書
を
無
償
給
与
す
る
。

２
．
道
徳
科
の
教
科
書
の
無
償
給
与
（
小
・
中
学
校
分
）

②
道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ
の
整
備

道
徳
科
の
趣
旨
や
ね
ら
い
を
踏
ま
え
た
効
果
的

な
指
導
方
法
や
評
価
方
法
に
つ
い
て
、
現
在
、
各

学
校
等
で
取
り
組
ま
れ
て
い
る
好
事
例
や
優
れ
た

教
材
を
収
集
・
集
約
・
発
信
す
る
機
能
を
有
し
た

「
道
徳
教
育
ア
ー
カ
イ
ブ
」
の
充
実
を
図
る
。

③
社
会
全
体
の
機
運
の
醸
成

社
会
全
体
に
対
し
て
「
考
え
、
議
論
す
る
道

徳
」
の
趣
旨
や
内
容
の
理
解
を
広
め
、
学
校
・

家
庭
・
地
域
が
連
携
し
て
社
会
全
体
で
子
供
た

ち
の
道
徳
性
を
育
む
機
運
を
醸
成
す
る
た
め
、

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
の
取
組
を
実
施
す
る
。

2
0
1
3
年
2
月
教
育
再
生
実
行
会
議
「
い
じ
め
問
題
等
へ
の
対
応
に
つ
い
て
（第
一
次
提
言
）
」

－
い
じ
め
問
題
の
根
本
的
な
解
決
に
向
け
た
道
徳
教
育
の
抜
本
的
な
充
実
を
提
言

1
2
月
「
道
徳
教
育
の
充
実
に
関
す
る
懇
談
会
」
報
告
－
「特
別
の
教
科
道
徳
」
（
仮
称
）
の
設
置
等
に
つ
い
て
提
言

2
0
1
4
年
2
月
中
央
教
育
審
議
会
に
「
道
徳
に
係
る
教
育
課
程
の
改
善
等
に
つ
い
て
」諮
問

1
0
月
中
央
教
育
審
議
会
か
ら
「
道
徳
に
係
る
教
育
課
程
の
改
善
等
に
つ
い
て
」答
申

－
「
特
別
の
教
科
道
徳
」
（
仮
称
）
に
係
る
学
習
指
導
要
領
の
具
体
的
な
在
り
方
等
に
つ
い
て
提
言

2
0
1
5
年
3
月
学
習
指
導
要
領
の
一
部
改
正
等
（
2
0
1
5年
度
か
ら
内
容
の
一
部
又
は
全
部
を
先
行
実
施
す
る
こ
と
が
可
能
。
）

2
0
1
8
年
3
月
新
高
等
学
校
学
習
指
導
要
領
公
示

2
0
1
8
年
4
月
小
学
校
に
お
い
て
「特
別
の
教
科
道
徳
」
が
全
面
実
施
※
教
科
書
の
無
償
給
与
開
始

2
0
1
9
年
4
月
中
学
校
に
お
い
て
「特
別
の
教
科
道
徳
」
が
全
面
実
施
※
教
科
書
の
無
償
給
与
開
始

高
等
学
校
に
お
い
て
新
学
習
指
導
要
領
（
道
徳
教
育
関
係
）が
実
施
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